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第１部 総論 

第１章 計画の概要 

計画策定の趣旨 

１ 計画の背景と法的根拠 

（１）計画の背景 

わが国では、少子高齢化が進行し、総人口が減少を続ける一方で、平成 27 年には団

塊の世代が 65 歳以上となり、高齢者人口は大幅に増加しています。本市におきまして

も、令和２年時点で高齢化率が 37％を超えており、今後においても高齢化は更に進行

していく見込みです。 

本市では、これまで医療、介護、介護予防、住まい及び日常生活の支援が包括的に確

保される地域包括ケアシステムを段階的に構築し、健やかに暮らせる安全で安心なま

ちづくりを推進してきました。 

今後、団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年、さらに現在は働き盛りの年齢である

団塊ジュニア世代が 65 歳以上となる令和 22 年を見据えると、更なる後期高齢者の増

加と、それに伴って支援を必要とする人が増え続けることが想定されます。 

そのため、要介護高齢者や支援を必要とする高齢者を地域で支え、高齢者が住み慣れ

た地域で暮らし続けることができるよう、地域住民、事業者等が連携した、新たな担い

手による持続可能な介護・福祉サービスの創出を目指していくことが必要となってい

ます。 

このようなことから本市では、高齢者に関する保健、福祉施策と介護保険施策の密接

な連携の下、「地域共生社会の実現」を目指し、総合的、体系的に実施していくため、

「第８期山鹿市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画」を策定しました。 

 

（２）法的根拠について 

本計画は、老人福祉法第 20 条の８第１項に定める市町村老人福祉計画及び介護

保険法第 117 条第１項に定める市町村介護保険事業計画を一体的なものとして策

定するものであり、平成 30 年３月に策定した第７期山鹿市高齢者福祉計画及び介

護保険事業計画の見直しを行ったものとなります。 
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２ 計画の内容と位置づけ 

（１）高齢者福祉計画と介護保険事業計画について 

高齢者福祉計画は、介護保険サービスの提供のほか、介護保険の対象とならない

生活支援サービス等の提供も含めて、全ての高齢者に対して、心身の健康の保持及

び日常生活を維持するために必要な措置が講じられるよう、高齢者福祉サービス全

般にわたる方策を定めるものです。 

一方、介護保険事業計画は、介護サービスの見込み量や制度の円滑な運営に資す

る方策等を定めるものであり、その内容は高齢者福祉計画に包含されていることか

ら、両計画を一体として策定するものです。 

 

 

（２）計画の位置付けについて 

本計画は、総合計画の分野別計画として位置付けられるものです。 

 

 

  

熊本県

高齢者福祉計画
介護保険事業支援計画

総合計画

地域福祉計画

高齢者福祉計画

計画の基本理念

まちの現状

介護保険サービスの種類

ごとの見込み量と確保策

高齢者

福祉施策

サービス提供

体制の整備

介護保険事業計画

子ども子育て支援計画

健康増進計画

障がい者計画

生涯学習・生活安全ほか

連

携

連

携
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３ 計画の期間 

団塊の世代が 75 歳に到達する令和７年を見据え、地域包括ケアシステムを構築して

いくための 10 年間の計画という位置付けを持ちつつ、介護保険法第 117 条第１項の規

定に基づく、令和３年度から令和５年度までの３年間を計画期間とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2025 年（令和７年）までの見通し 

第６期計画 

平成 27 年度 

～ 

平成 29 年度 

第８期計画 

令和３年度 

～ 

令和５年度 

第９期計画 

令和６年度 

～ 

令和８年度 

第７期計画 

平成 30 年度 

～ 

令和２年度 

PLAN             DO             CHECK         ACTION 
計画         実行         評価        改善 

団塊の世代が 65 歳に 団塊の世代が 75 歳に 

2015 年（平成 27 年）                     2025 年（令和７年） 

地域包括ケアシステム

の構築に向けた基礎 

づくり 

広がりを意識した 

事業の展開 

担い手の確保 

第 7 期評価に基づく 

2025 年に向けた効 

率性・安定性の確保 

新たな 10 年間に 

向けた取組の深化 
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４ 計画の策定及び進行管理の体制 

（１）山鹿市高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定委員会の設置 

本計画の策定に当たって、学識経験者、医療関係者、高齢者福祉・介護施設等事

業所関係者、関係団体代表、公募による市民など、本市の高齢者福祉分野に関わる

委員 20 名で構成する委員会を設置しました。 

 

（２）日常生活圏域ニーズ調査の実施 

一般高齢者と要支援認定者を対象として、生活の状況や社会参加、今後の生活に

ついての意見や潜在的なニーズ等を把握するため、郵送による調査を行いました。 

 

（３）在宅介護実態調査の実施 

要介護認定者のうち、施設等入所者を除く方を対象として、家族介護の実態や介

護離職の有無などを調査するため、認定調査員による訪問調査を行いました。 

 

（４）介護給付分析の実施 

認定情報システムから認定者の介護認定時の心身状況と、介護給付システムから

認定者の介護サービスの利用状況を突合し、通常データとして把握することができ

ない新規認定者の原因疾患や、認定者の介護度の変化などに関する、本市の課題と

地域性について分析を行い、その結果を関係機関等と共有し課題解決に向けた検討

を行うための会議を開催しました。 

 

（５）パブリックコメントの実施 

計画について、幅広く市民の声を聞くために、素案を令和２年 12 月 25 日から令

和３年１月 25 日までホームページに掲載するとともに、山鹿市役所や各市民セン

ターで閲覧できるようにするなど内容を公開し、パブリックコメントを実施しまし

た。 
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国の動向や制度改正を踏まえた計画策定 

１ 介護保険制度改正の概要 

国は、第８期山鹿市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画策定に向けた基本方針と

して、以下３つの目標を掲げています。 

また、その達成の評価とマネジメント責任として保険者機能強化推進交付金制度に

基づき、市町村に自己評価を求めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域共生社会の実現と2040年への備え

介護保険制度改革
（イメージ）

保険者機能の強化 データ利活用のためのＩＣＴ基盤整備

制度の持続可能性の確保のための見直しを不断に実施

１．介護予防・地域づくりの推進～健康寿命の延伸～

／「共生」･「予防」を両輪とする認知症施策の総合的推進

２．地域包括ケアシステムの推進

～地域特性等に応じた介護基盤整備・質の高いケアマネジメント～

３．介護現場の革新

～人材確保・生産性の向上～
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２ 地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部改正の概要 

国は、地域共生社会の実現を図るため、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに

対応する包括的な福祉サービス提供体制を整備する観点から、以下を実現するため、本

計画はその実施計画の位置付けを持つものとします。 

 

国の改正概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

１．地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制の
構築の支援 

①市町村において、既存の相談支援等の取組を活かしつつ、地域住民の抱える課題の解決のための包

括的な支援体制の整備を行うための新たな事業及びその財政支援等の規定を創設するとともに、関

係法律の規定の整備を行う。 

 

２．地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進 
①認知症施策の地域社会における総合的な推進に向けた国及び地方公共団体の努力義務を規定する。 

②市町村の地域支援事業における関連データの活用の努力義務を規定する。 

③介護保険事業（支援）計画の作成に当たり、当該計画に係る市町村の人口構造の変化の見通しの勘

案、高齢者向け住まい（有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅）の設置状況の記載事項への

追加、有料老人ホームの設置状況に係る都道府県・市町村間の情報連携の強化を行う。 

 

３．医療・介護のデータ基盤の整備の推進 
①介護保険レセプト等情報・要介護認定情報に加え、厚生労働大臣は、高齢者の状態や提供される介

護サービスの内容の情報、地域支援事業の情報の提供を求めることができることと規定する。 

②医療保険レセプト情報等のデータベース（NDB）や介護保険レセプト情報等のデータベース（介護

DB）等の医療・介護情報の連結精度向上のため、社会保険診療報酬支払基金等が被保険者番号の履

歴を活用し、正確な連結に必要な情報の安全性を担保しつつ提供することができることと規定する。 

③社会保険診療報酬支払基金の医療機関等情報化補助業務に、当分の間、医療機関等が行うオンライ

ン資格確認の実施に必要な物品の調達・提供の業務を追加する。 

 

４．介護人材確保及び業務効率化の取組の強化 
①介護保険事業（支援）計画の記載事項として、介護人材確保及び業務効率化の取組を追加する。 

②有料老人ホームの設置等に係る届出事項の簡素化を図るための見直しを行う。 

③介護福祉士養成施設卒業者への国家試験義務付けに係る現行５年間の経過措置を、さらに５年間延

長する。 

 

５．社会福祉連携推進法人制度の創設 
①社会福祉事業に取り組む社会福祉法人や NPO 法人等を社員として、相互の業務連携を推進する社会

福祉連携推進法人制度を創設する。 

 



  総論 

 

7 

 

第２章 本市の現状と予測 

高齢者の人口・世帯の状況 

１ 高齢者人口の推移 

本市の人口は、平成 27 年に 54,201 人から令和元年には 51,726 人となり、2,475 人

減少していますが、高齢者人口だけをみると 620 人増加しています。 

今後、高齢者人口は令和３年をピークに減少に転じることが予測されていますが、75

歳以上人口は令和３年から増加傾向が続くと予測されています。 

 

（１）総人口の推移と予測 

 

                         ※ 各年 10 月住民基本台帳およびコーホート変化率法による将来推計 

将来推計手法：コーホート変化率法 

本計画では、住民基本台帳人口を基にしたコーホート変化率法を用いています。 

「コーホート変化率法」とは、各コーホートについて、過去における実績人口の動勢から「変

化率」を求め、それに基づき将来人口を推計する方法となります。 

本計画では、男女別、１歳年齢別の各年の変化率を用いて推計を行っています。 

国勢調査を基にした人口推計より、介護保険事業の基礎となる被保険者数を、より実数に近

い形で推計できる手法であることから、直近の住基人口を使用しコーホート変化率法を用いま

した。そのため、人口ビジョンや他計画とは異なる推計となっています。 
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（２）高齢者人口の推移と予測 

 
                         ※ 各年 10 月住民基本台帳及びコーホート変化率法による将来推計 

 

（３）高齢者人口の３年齢分別の増減推移と予測 

 

 

                         ※ 各年 10 月住民基本台帳及びコーホート変化率法による将来推計 
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２ 高齢者の世帯の現状 

（１）高齢者のいる世帯の現状 

平成 22 年に 19,308 世帯あった総世帯数は平成 27 年に 19,145 世帯となり、５年

間で 163 世帯減少していますが、そのうち高齢者のいる世帯数は 531 世帯増加して

います。 

世帯数に占める割合でみると、高齢者のいる世帯のうち、一人暮らし世帯、高齢

夫婦世帯（夫が 65 歳以上で妻が 60 歳以上の夫婦のみ世帯）が増加しています。 

しかし、国・県と比較すると、一人暮らし世帯、高齢夫婦世帯ともに、その割合

は低くなっています。 

これは、本市には二世代三世代世帯が今なお多く存在し、高齢者が家族とともに

生活している世帯が多いことがわかります。 

  
平成 22 年 平成 27 年 

世帯数 割合 世帯数 割合 

市 

総世帯数 19,308 100.0% 19,145 100.0% 

高齢者のいる世帯数 10,868 56.3% 11,399 59.5% 

 

一人暮らし世帯 2,255 20.7% 2,646 23.2% 

高齢夫婦世帯 2,587 23.8% 2,797 24.5% 

その他世帯 6,026 55.5% 5,956 52.3% 

国 

総世帯数 51,950,504 100.0% 53,448,685 100.0% 

高齢者のいる世帯数 19,337,687 37.% 21,302,779 40.6% 

 

一人暮らし世帯 4,790,768 24.8% 5,927,686 27.3% 

高齢夫婦世帯 5,250,952 27.2% 6,079,126 28.0% 

その他世帯 9,295,967 48.0% 9,295,967 44.7% 

県 

総世帯数 688,234 100.0% 704,730 100.0% 

高齢者のいる世帯数 295,609 43.0% 321,383 45.6% 

 

一人暮らし世帯 69,111 23.4% 83,461 26.0% 

高齢夫婦世帯 75,318 25.5% 86,016 26.8% 

その他世帯 151,180 51.1% 151,906 47.2% 

                                                 ※ 国勢調査 
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（２）高齢者の一人暮らし世帯の内訳 

高齢者のいる世帯は、平成 27 年に 11,399 世帯で、そのうち、一人暮らし世帯は

2,646 世帯（23.2％）となっています。 

年齢群別にみると、どちらの年齢群も一人暮らし世帯の世帯数、割合ともに増加

していますが、特に 85 歳以上では顕著です。 

 

   平成 22 年 平成 27 年 

   世帯数 割合 世帯数 割合 

高齢者のいる世帯数 10,868   11,399   

  一人暮らし 2,255 20.7% 2,646 23.2% 

 75 歳以上 6,937   7,087   

  一人暮らし 1,426 20.6% 1,631 23.0% 

 85 歳以上 2,282   2,744   

  一人暮らし 440 19.3% 604 22.0% 

                                                 ※ 国勢調査 

 

 

                                                 ※ 国勢調査 
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３ 要介護認定者の現状 

（１）要介護認定者数の推移 

認定者数は、平成 26 年に減少に転じましたが、その後は微増傾向が続き令和元

年は 3,799 人となっています。 

介護度別にみると要介護者が増加傾向にあります。 

一方、要支援者は、総合事業による多様なサービスに取り組んできたことで減少

していると考えられます。 

 
                                     ※ 地域包括ケア「見える化」システム  

※第２号被保険者除く 
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（２）新規要介護認定者数の推移 

本市の新規認定者は、過去６年間の平均で年間685人（新規認定者発生率3.8％）

となっています。 

年齢別にみると、75 歳を境に新規認定者の発生率の増加割合が加速する傾向が

あり、75 歳よりも早い時期に MCI やフレイルを早期発見し、要介護認定に至らな

いような早期介入が必要となっています。 

 

 

                                     ※ 山鹿市一般介護予防事業評価報告書  

33

27

54

115

198
205

599

32 41
51

91

174

253

610

32 28
53

107

195

288

671

23

41
42

100

191

335

709

30

47 64
105

220

362

798

22
41

53
104

188

339

725

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900
人 新規認定者数の推移

H25 H26 H27 H28 H29 H30

0.2%

0.7%
1.6%

3.2%

6.2%

5.7%

3.4%

0.2%

1.0%
1.5%

2.6%

5.4%

7.0%

3.4%

0.2%

0.6%

1.5%

3.1%

6.3%

7.6%

3.7%

0.1%

0.9% 1.2%

3.0%

6.1%

8.5%

3.9%

0.2%

1.0%

2.0%

3.2%

7.0%

9.0%

4.3%

0.1%

0.9%

1.5%

3.3%

6.0%

8.2%

3.9%

0%

1%

2%

3%

4%

5%

6%

7%

8%

9%

10%
新規認定者発生率の推移

H25 H26 H27 H28 H29 H30

47 42 56 62
35 43

36 38
40 33

46 47

55 63
82 91 99 98

38 51

42 48 75 59
29

33
19

24
25 35

17
20

21
19

17 22

11
15

9
14

16 19

233
262

269
291

313 323

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

H25 H26 H27 H28 H29 H30

新規認定者 要介護度（男性：65歳以上）

要介護5

要介護4

要介護3

要介護2

要介護1

要支援2

要支援1
75 69 89 73 84 65

70 66

86
92

111

86

99 102

111 135

157

116

44 54

49
58

60

6630 27

29
21

28

2435 18

20
31

24

2913
12

18
8

21

16366
348

402
418

485

402

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

H25 H26 H27 H28 H29 H30

新規認定者 要介護度（女性：65歳以上）

要介護5

要介護4

要介護3

要介護2

要介護1

要支援2

要支援1



  総論 

 

13 

 

（３）新規要介護認定者の状況 

新規認定者の発生は、高齢になるほど多くなります。高齢者人口に占める 85 歳以上

の割合が高いのは菊鹿地区ですが、年齢構成の差を排除した年齢調整済みの新規認定

率でみると、鹿本地区が最も高くなっています。 

また、主治医意見書を基に抽出した原因疾患をみると、認知症の割合が高いのは鹿北

地区・鹿央地区、ロコモ（運動器症候群）の割合が高いのは、鹿本地区となっています。 

 

 

高齢者人口に占める 85 歳以上割合  年齢調整済み新規認定率 

      
 

原因疾患別新規認定者発生状況分析 

 

 
                                     ※ 山鹿市一般介護予防事業評価報告書  
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４ 認定情報・介護給付費データ等を活用した分析 

（１）サービス３区分別の給付費の推移と１人当たり給付費 

総給付費は、平成 25 年以降年間 50 億円を超えて推移し、平成 30 年には過去最大の

53 億円となり、その内訳となる３区分別の給付費では在宅サービスが増加しています。 

１人当たり給付費は、平成 25 年をピークに減少傾向にありましたが、平成 30 年に

は増加に転じており、そのことが総給付費の増加の一因となっています。 

 

 
                                     ※ 地域包括ケア「見える化」システム  
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（２）年齢調整済み認定率とサービス３区別受給率 

本市の認定率は、平成 30 年が 19.9％で、県平均とほぼ同程度となっています。 

年齢調整済み認定率は、平成 30 年が 15.3％で、国・県平均よりも低くなっており、

介護予防の取組の成果とも言えます。 

本市のサービス３区分別受給率は、施設サービスの受給率が、国・県平均よりも高く、

居住系サービスの受給率は、国・県平均よりも低くなっていますが、施設・居住系サー

ビスともに受給率が上昇傾向にあります。 

 

 単

位 

本市 県平均 国平均 

 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 

認定率 ％ 19.6 19.9 19.9 20.5 19.9 20.0 18.0 18.0 18.3 

年齢調整済み認定率 ％ 15.2 15.3 15.3 17.5 16.8 16.8 17.5 17.2 17.1 

年齢調整済み重度認

定率（要介護３～５） 
％ 5.6 5.6 5.8 5.8 5.7 5.5 6.0 5.9 5.8 

年齢調整済み軽度認定率 

（要支援１～要介護２） 
％ 9.6 9.7 9.5 11.7 11.1 11.2 11.5 11.3 11.3 

 

 単

位 

本市 県平均 国平均 

 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 

受給率 

（施設サービス） 
％ 3.4 3.5 3.6 3.3 3.3 3.2 2.8 2.8 2.8 

受給率 

（居住系サービス） 
％ 0.5 0.6 0.8 1.0 1.0 1.0 1.2 1.3 1.3 

受給率 

（在宅サービス） 
％ 10.9 10.9 10.8 11.7 11.2 11.2 9.9 9.6 9.8 

 

                                     ※ 地域包括ケア「見える化」システム 

「療養病床」再編と「介護医療院」への移行について 

「療養病床」は、病院又は診療所の病床のうち、主として長期にわたり療養を必要とする患

者が入院するもので、医療保険財源の「医療療養病床」と、介護保険財源の「介護療養病床」

がありますが、「介護療養病床」は令和５年度末までに、また、転換を希望する「医療療養病床」

も今後介護医療院などの施設等へ移行します。 

本市では、「医療療養病床」から「介護医療院」への転換により、介護サービスの提供体制拡

充が図られるものの、一方で、従来医療保険財源だったものが介護保険財源となることで、今

の介護保険料レベルでは財源確保が難しくなる可能性があります。 
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（３）認定者の介護度の変化（自立支援・重度化防止評価） 

個々の認定者の介護度が１年後にどう変化していたか分析した結果、全ての介護度

で前年と介護度が変わらなかった方（維持）が約半数を占めています。一方、重度化し

た方では、要支援１の 278 名のうち、１年後に要介護４となった方が１名、要介護３と

なった方が３名いるなど、急激な変化をした方もいますが、その多くは、介護度が一つ

重度化しています。 

また、介護度別の重度化率をみると、要支援１と要介護１で約３割が１年後に重度化

していることから、自立支援・重度化防止に向けた取組が重要となっています。 

なお、本市の介護度別の年間平均介護給付費は、要支援１で約 22 万円、要介護１で

約 94 万円、要介護５で約 251 万円となっており、介護度が重度化することで、本人に

とっては利用負担額が高くなり、保険者にとっては介護給付費が増大し、本市のすべて

の高齢者にとっては、保険料を上昇させる要因となります。 

    

    
                                     ※ 山鹿市一般介護予防事業評価報告書  

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 非認定 総計

要支援１ 138 35 31 14 3 1 0 56 278

要支援２ 35 311 62 26 21 7 0 55 517

要介護１ 11 29 424 125 69 27 6 80 771

要介護２ 2 11 80 387 118 45 8 90 741

要介護３ 5 10 47 280 107 52 108 609

要介護４ 1 1 2 15 32 274 73 152 550

要介護５ 5 54 253 108 420

総計 192 387 609 614 528 515 392 649 3,886

全年齢
R2

R1

介
護
度
の
変
化
者
数 

介
護
度
の
変
化
率 

各年４月１日現在 

（非認定：自立、更新せず、転出、死亡など） 
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（４）介護予防拠点の利用者の介護度の変化（事業評価） 

本市の 12 か所で実施している介護予防拠点の利用者（総合事業対象者と要支援者）

の介護度の変化を分析した結果、利用者 329 名（平均利用期間 26.4 か月）のうち、重

度化した方が平均で 10％となっており、認定者の介護度の変化と比較して、介護予防

拠点を利用することで介護認定を受けずに生活できる期間が長くなり、介護予防効果

があると考えられます。 

なお、利用期間の長さには地域に差はありませんでしたが、原因疾患別にみると（一

部該当者が少ないものを除いて）、「骨折・転倒」「関節疾患」が原因で利用につながっ

た方の予防効果は高くなっている一方で、「認知症」の方の場合は重度化率が高いこと

から、介護予防拠点の予防効果を最大限に活かしていくためには、利用者の性別・年齢

や原因疾患に応じた対象者の振り分けが重要と考えられます。 

 

     

     
                                     ※ 山鹿市一般介護予防事業評価報告書  
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生きがいづくりや社会参加 

１ 高齢者の就業や社会参加の状況 

（１）国勢調査に見る就業 

高齢者の就業については、前期高齢者・後期高齢者ともに就業人口・就業率が増

加しています。平成 22 年と平成 27 年を比較すると、前期高齢者の就業者数は、587

人増加、後期高齢者の就業者数は 109 人の増加となっています。 

また就業率もそれぞれ 4.1％、0.7％増加しています。 

 平成 22 年 平成 27 年 

人数 割合 人数 割合 

高齢者人口 17,125  18,054  

 

65-74 歳 7,138  7,815  

 就業者 2,843 39.8% 3,430 43.9% 

75 歳以上 9,987  10,239  

 就業者 1,347 13.5% 1,456 14.2% 

 

（２）シルバー人材センター 

シルバー人材センターの状況は、以下のとおりとなっています。 

 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 

会員数(人) 651 628 597 600 586 

延べ稼働人数(人) 62,778 62,072 60,800 60,063 58,618 

 

（３）老人クラブ 

老人クラブの状況は、以下のとおりとなっています。 
 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 

老人クラブ数 112 101 90 81 66 

会員数(人) 5,478 4,877 4,391 3,778 2,994 
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日常生活圏域ニーズ調査の概要 

１ 調査の目的や実施状況について 

（１）目的 

高齢者福祉計画・介護保険事業計画を見直すに当たり、既存データでは把握困難

な生活の状況や社会参加、今後の生活についての意見や潜在的なニーズ（サービス

の利用意向・高齢者福祉に関する意識等）、高齢者の置かれた環境やその他の事情

等を調査・分析し、計画の基礎資料とすることを目的としました。 

 

（２）調査票配布回収状況 

 概要 

配布回収方法 郵送による配布回収 

抽出方法 
介護認定を受けていない方、総合事業対象者及び要支

援１・２認定者の方の中から無作為抽出 

配布数 3,394 件 

有効回答数    2,227 件 

有効回答率 65.6％ 
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２ 総合事業の開始と生活支援サービスの提供体制構築に向けて 

（１）総合事業候補者の該当状況 

国は、平成 29 年４月までに全ての市町村に対して、総合事業の開始、更に平成

30 年４月までに生活支援サービスの提供を求めています。いずれの事業について

も、サービスの対象となるのは、「基本チェックリスト該当者」がその基本条件と

なるため、本調査でその該当者の出現率を分析しました。 

その結果、総合事業候補者は男性 69.1％、女性 69.2％が該当し、加齢に伴い増

加傾向にあります。また介護予防の項目別には、特に認知機能が 54.3％と多く、次

いでうつ傾向 23.5％、口腔機能 21.8％となっています。 

 

〔総合事業候補者の性別・年齢階級別の出現率〕 

 

〔基本チェックリストの項目別該当者出現率〕 
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（２）運転免許の保有状況と自主返納について 

回答者のうち 75 歳以上の方の交通手段について分析した結果、免許保有者が

46.4％（461 人）となっており、そのうち「すぐにでも」、又は「１～２年後くらい」

までに免許返納を考えている方が 20.4％（94 人）存在しています。 

また、移動手段がなくなると、「日常の買い物」や「病院への通院」など、日常生

活に支障がでてきます。 

同時に、「趣味・娯楽」、「友人などとの付き合い」などの社会参加・交流機会の

喪失につながるおそれがあります。 

なお、自主返納の時期は、５年以上先になるとした方が３割いますが、５年以内

に返納を考えている方が７割近くとなることから、その対策が必要です。 

 

運転免許の保有状況    運転免許の自主返納の時期 

 

 

今お持ちの移動手段が利用できなくなったときに困ること 
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③３～５年後くらい 

 方の特徴 

④５年以上先になる 

 方の特徴 



高齢者福祉計画・介護保険事業計画   

 

22 

 

在宅介護実態調査の概要 

１ 調査票の配布回収状況 

調査票種類別の配布回収の状況については、以下のとおりとなります。 

 概要 

配布方法 

回収方法 
認定調査員等による配布回収 

抽出方法 要介護認定者のうち施設等入所を除く方 

回答数   247 件 

 

２ 調査結果概要 

（１）世帯類型と介護の頻度 

単身でも夫婦のみでもない「その他」の世帯が 56.3％と最も多く、介護の頻度

は、「ほぼ毎日」が 73.3％となっています。 

      

       

世
帯
類
型 

介
護
の
頻
度 



  総論 

 

23 

 

（２）主な介護者が行う介護と不安を感じる介護 

主な介護者が行っている介護は、「金銭管理や生活面に必要な諸手続」、「その他

の家事（掃除、洗濯、買い物等）」、「食事の準備（調理等）」、「外出の付き添い、送

迎等」など主に生活支援に関するものとなっています。 

一方、今後不安を感じる介護は、「認知症状への対応」、「夜間の排泄」、「入浴・

洗身」など専門的なケアとなっています。 
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10.7%

47.6%

35.9%

22.3%

83.5%

12.6%

35.0%

14.6%

12.6%

17.5%

24.3%

11.7%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

合計(n=103)

今
後
の
在
宅
生
活
の
継
続
に
向
け
て
、 

主
な
介
護
者
が
不
安
に
感
じ
る
介
護 

主
な
介
護
者
が
行
っ
て
い
る
介
護 
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（３）本人が抱えている傷病について 

本人が抱えている傷病は、「認知症（36.1％）」が最も多く、「筋骨格系疾患」、「変

形性関節疾患」などが上位となっています。 

前述の介護者が不安を感じる介護でも、認知症への対応が上位となっているため、

その対応が重要となっています。 

また、心疾患や脳血管疾患、糖尿病等の疾患は、重症化することで要介護状態に

なる可能性もあるため、若いころからの生活習慣病予防対策が重要となります。 

 

 
 

  

12.6%

16.8%

6.7%

9.7%

3.4%

27.7%

4.2%

23.1%

36.1%

1.7%

2.5%

14.3%

15.5%

24.8%

5.5%

0.0%

0.0%

0% 20% 40%

脳血管疾患（脳卒中）

心疾患（心臓病）

悪性新生物（がん）

呼吸器疾患

腎疾患（透析）

筋骨格系疾患（骨粗しょう症、脊柱管狭窄症等）

膠原病（関節リウマチ含む）

変形性関節疾患

認知症

パーキンソン病

難病（パーキンソン病を除く）

糖尿病

眼科・耳鼻科疾患（視覚・聴覚障害を伴うもの）

その他

なし

わからない

無回答

合計(n=238)



  総論 

 

25 

 

本市の現状から見えてきた課題 

１ 介護予防リスクの早期発見と介護予防の早期介入 

 本市の新規認定者は、過去６年間の平均で年間 685 人（新規認定者発生率 3.8％）

となっており、とくに 75 歳以上になると発生率が急増しています。 

 本人が抱えている傷病をみると、心疾患や脳血管疾患、糖尿病といった重度要介護

認定につながるおそれのある疾患を抱えている状況です。 

 原因疾患をみると、認知症の割合が高いのは鹿北地区・鹿央地区、ロコモの割合が

高いのは、鹿本地区となっています。 

 アンケート調査では、介護認定を受けていない方の３人に２人が、介護予防リスク

者となります。 

 介護予防拠点利用者 329 名（平均利用期間 26.4 か月）のうち、重度化した方が

10％となっており、介護予防拠点を利用することによる、介護予防効果がみられて

いると考えられます。 

 介護予防拠点の介護予防効果、健康寿命の延伸効果を最大化するためには、男性は

70 歳代から、女性は年齢不問、原因疾患は「骨折・転倒」、「関節疾患」をキーワ

ードとした事業展開がポイントになると考えられます。 

 

 

 

 

 

  

 データの分析に基づく、ターゲットの明確化と、早期介入が必要 

・早期発見・早期介入に向けての節目年齢及び様々な活動主体 

 （スポーツ・趣味活動など）への働きかけによる、把握事業の展開 

・庁内関係課との健診・医療・介護のデータの共有と分析に基づいた、 

 保健事業と介護予防の一体的事業の実施 

 人口減少に対応した互助による支えあいの仕組みづくりが必要 

・生活支援体制整備事業 

・介護予防に関わる多様な人材（やまがサポーター）の育成、住民主体 

 の通いの場の立ち上げ活動の促進 

・各種サポーターの再編とステップアップした活動促進 

 

対応の方向性 



高齢者福祉計画・介護保険事業計画   

 

26 

 

２ 高齢者の在宅生活を支える仕組 

 減少する生産年齢人口の世代で、高齢者を支えるための仕組

みづくりが急務となります。 

 ひとり暮らし高齢者数、とくに 85 歳以上の増加が顕著とな

っており、その対策が必要となっています。 

 家族介護者は、本人の生活支援に関する部分を支えていま

すが、今後身体介護に関する部分を担うことに不安を感じ

ています。 

 アンケート調査では、生活支援に関連した担い手になるこ

とができるとした方が存在し、様々なサービスの担い手と

しての活躍が期待できます。 

 家族介護者の今後不安を感じる介護は、「認知症状への対応」など専門的なケアと

なっています。 

 介護認定を受けていない方のうち、半数は認知症予防が必要となっています。 

 

 

  

 高齢者やその家族が地域の身近な場所で相談ができ、早期支援につなが

るための支援体制の整備 

・民間事業者を視野に入れた新たな支援体制（包括ブランチ） 

・複雑化・複合化した課題に対応するための他機関協働による支援体制

（重層的支援体制整備）の推進 

・地域共生社会の実現に向けた地域づくりの推進 

 困り感のある高齢者（世帯）が、途切れることなく必要なサービスを利

用できる体制整備 

（国の制度改正に伴う日常生活予防・総合事業の弾力化） 

・地域の助け合いによる、利用しやすい多様な生活支援サービスの創出 

・介護予防・生活支援サービス事業の展開による新たな事業の創出 

 認知症に対応した「共生」、「予防」を両輪とした総合的な施策推進 

・認知症初期集中支援チーム 

・認知症地域支援推進員 

・認知症サポーター養成講座、キャラバンメイト 

・認知症カフェ、認知症家族の会 

・認知症ケアパスの作成・改定 

・免許返納促進に向けた取り組み 

・認知症に対する理解促進に向けた普及啓発 

対応の方向性 
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３ 自立支援・重度化防止に向けた取組 

 認定者の介護度は、急激に介護度が変化するのではなく、介護度が一つずつ重度化

していく方が多いことが分かりました。 

 介護度別の重度化率をみると、要支援１と要介護１で約３割が１年後に重度化して

いることから、自立支援・重度化防止に向けた取組が重要となっています。 

 介護度が重度化することで、本人にとっては利用負担額が高くなり、保険者にとっ

ては給付費が増大し、本市の全ての高齢者にとっては、保険料の上昇要因となりま

す。 

 一人一人の状況を考慮すると認知症が進行した事例などは、重度化防止ではなく、

維持が目標となる認定者も存在するため、個々の状態に応じた自立支援・重度化防

止に向けた目標設定が重要となります。 

 国の方針により療養病床の転換が求められていますが、本市では医療保険財源から

介護保険財源への転換となる病床があり、介護基盤の拡充が図られる一方で、現在

の介護保険料では財源が不足する可能性があります。 

 

 

 

 

 

  

 介護給付費の適正化に向けた事業の推進 

・熊本県適正化計画と整合のある適正事業の推進 

・介護事業所への集団指導、実地指導の徹底と情報提供等の推進 

 

 自立支援・重度化防止に向けた取組の拡充 

・自立支援型地域ケア会議の推進 

・自立支援・重度化防止に向けた新たな事業の展開 

・介護人材の確保に向けた関係機関と連携した事業推進 

・介護サービス事業所への助言や相談支援 

・介護サービス事業所職員に向けた自立支援・重度化防止研修会の開催 

・一般介護予防事業評価事業等を活用したＰＤＣＡサイクルの確立 

対応の方向性 
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第３章 計画の将来像 

計画の目指す姿 

１ 基本理念 

本計画は、「第２次山鹿市総合計画」の将来像である「人輝き飛躍する都市やまが」

の実現に向けた高齢者保健福祉の個別計画・実施計画としての位置付けを持つものと

なります。 

また、「山鹿市地域福祉計画」で目指す、子どもから高齢者に至るまで、全ての市民

が地域の一員として互いを尊重し合い、住み慣れた地域で自分らしく、生涯にわたり楽

しく、そして安心して生活を送ることができるまち、また、市民が互いに支え合い、温

かな人の輪、健康づくりの輪が大きく広がるまち（全世代・全対象型地域包括支援体制）

を共有し、その実現を目指す実施計画となります。 

本計画では、上位計画の目指す理念の実現とともに、これまで「地域包括ケアシステ

ムの実現」を目指した 10 年間の地域包括ケア計画としての位置付けを踏まえ、第７期

計画の基本理念を引き継ぎ「高齢者が心豊かに暮らし、生き生きと活躍できる都市・山

鹿」を目指すべき基本理念とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第８期山鹿市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画 基本理念 

 高齢者が心豊かに暮らし、生き生きと活躍できる都市・山鹿 

山鹿市地域福祉計画 基本理念 

   人にやさしく安心して暮らせるまち山鹿 

    ～ 地域共生社会の実現に向けて ～ 

第２次山鹿市総合計画 基本方針 

 人輝き 飛躍する都市 やまが 
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重点的取組と目標の設定について 

介護保険法第 117 条に基づき、市町村は、「被保険者の自立支援、介護予防又は重度

化防止」及び「介護給付費の適正化等」に関して、本計画期間中に取り組むべき事項及

びその目標値を定めることとされています。 

本市では、次章以降において本計画期間中の重点的取組と目標を設定しました。各取

組について、重点的取組に設定した項目には「★」を付し、具体的な目標値を記載して

います。 

これらの項目については、介護保険法に基づく実績評価を毎年度行い、ＰＤＣＡサイ

クルによる取組の推進を図ります。 

１ 被保険者の自立支援、介護予防又は重度化防止 

  ～ 地域の互助による身近な地域での介護予防事業の展開 ～ 

本市では、地域住民が自身の体力や生活レベルに応じて、より身近な地域で介護予防

や健康づくりに取り組むことができるよう、自立支援及び支え合い活動を重視した仕

組みづくりを推進します。 

本市における自立支援に向けた介護予防事業の展開（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

やまがサポーター養成 

（担い手・生きがいづくり） 

身近な場所などで 

活動できる 
地域での活動に 

参加できる体づくり 積極的介入 

現行相当サービス 

（訪問・通所） 

 

短期集中リハビリ 

（はつらつ学校） 

介護予防拠点事業 

一般介護予防事業 

生涯学習・趣味活動 

サロン・百歳体操 

介護予防教室 

地域ケア会議 
地域リハビリテーション

活動支援事業 

生活支援 

コーディネーター 

医療・保健・介護データの分析・評価 

健康診査、健康相談、健康教育、健康状態・生活機能の把握 

様々な機会を通じた把握事業（基本チェックリストなど）と介入支援 

適切な介護予防ケアマネジメント 

 高      介護予防の必要性       低 

 

高 

自
立
度 

低 
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２ 介護給付費の適正化等 

本市では、介護給付適正化を図るために、自立支援型地域ケア会議の実施、介護給付

費等費用適正化事業の拡充などにより、自立支援・重度化防止の実現に向けた取組の強

化を目指します。 

 

本市における関係機関等が一体となった自立支援・重度化防止の推進（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

介
護
給
付
費
等
費
用
適
正
化
事
業 

ケアプランの点検 

縦覧点検・医療情報

との突合 

 

ケアマネジメントの適切化 

事業者のサービス提供体制及び介護

報酬請求の適正化 

介護サービス利用の適正化 

セルフケア・インフォーマル 

サービスの活用 

地
域
ケ
ア
会
議 

自立支援（介護認定からの卒業）

及び重度化防止を志向した地域ケ

ア会議の開催 

 

 

 

 

 

 

 

要支援認定者 

地域包括支援センター 

要介護認定者 

市内居宅介護支援事業所 

地域包括支援 

センターの三職種 

薬剤師 

ケアマネジャー 

認知症地域支援推進員 

歯科衛生士 

管理栄養士 

リハビリテーション専門職 

生活支援コーディネーター 

介護サービス事業者 

実
地
指
導 

介護サービス事業者の育成・支援 

制度管理および保険給付の適正化 

よりよいケアの実現 

地域密着型 

サービス事業所 

居宅介護支援事業所 
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目指す姿の実現に向けた基本的方向と重点施策 

本計画の目指す姿の実現に向け、熊本県が目指す方向性と整合を図り、高齢者の生活

や状態に応じた６つの分野に分けた方向性と、それぞれの分野を推進するための柱と

なる主要施策についてまとめました。 

 

  分野 主要業務 

1.1 

生涯現役社会の充実 

いきがい就労の促進 

1.2 地域・社会活動の取組 

1.3 健康づくりの推進 

2.1 

介護予防と生活支援の推進 

自立支援ケアマネジメントの推進 

2.2 介護予防の推進 

2.3 生活支援体制の整備 

3.1 

認知症施策の推進 

医療と介護連携の推進 

3.2 認知症本人及び家族への支援体制の拡充 

3.3 地域支援体制の整備 

3.4 見守りネットワークの構築 

3.5 権利擁護・虐待防止の推進 

4.1 在宅医療と介護連携の推進 在宅医療と介護を支える体制整備と本市の支援 

5.1 

住み続けることができる環境

整備の推進 

地域の実情に応じた在宅生活の継続に向けた支援 

5.2 多様な住まいの確保 

5.3 災害時の緊急対応 

5.4 感染症予防対策の推進 

6.1 介護人材の確保とサービスの

質の向上 

介護給付費の適正化に向けた市町村支援 

6.2 多様な介護人材の確保・育成 
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施策の体系と基本計画の枠組 

１ 施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 
 
 
 

高
齢
者
が
心
豊
か
に
暮
ら
し
、 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

生
き
生
き
と
活
躍
で
き
る
都
市
・
山
鹿 

目指す姿 

基本的方向 

高
齢
者
保
健
福
祉
事
業 

地
域
支
援
事
業 

介
護
保
険
事
業 

１ 自立支援ケアマネジメントの推進 
２ 介護予防の推進 
３ 生活支援体制の整備 

２ 介護予防と生活支援の推進 

１ 医療と介護連携の推進 
２ 認知症本人及び家族への支援体制の拡充 
３ 地域支援体制の整備 
４ 見守りネットワークの構築 
５ 権利擁護・虐待防止の推進 

３ 認知症施策の推進 

１ 在宅医療と介護を支える体制整備と本市
の支援 

４ 在宅医療と介護連携の推進 

１ 地域の実情に応じた在宅生活の継続に向
けた支援 

２ 多様な住まいの確保 
３ 災害時の緊急対応 
４ 感染症予防対策の推進 

５ 住み続けることができる環境整備の推進 

１ 介護給付費の適正化に向けた市町村支援 
２ 施設サービスの基盤整備 
３ 多様な介護人材の確保・育成 

６ 介護人材の確保とサービスの質の向上 

１ いきがい就労の促進 
２ 地域・社会活動の取組 
３ 健康づくりの推進 

１ 生涯現役社会の充実 
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２ 基本計画の枠組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施策の方向性 

１ シルバー人材センターを活用し、高齢者でも働くことのできる環境づくりを推進し

ます。 

２ 老人クラブやサロン、体操活動等の充実した社会参加の支援をします。 

３ 長寿健診の受診や、出前講座を通して健康づくりを推進します。 

１ 地域課題の整理、ネットワーク形成、資源の見える化・開発を行います。多職種等

の連携をはかり、情報提供や相談体制の強化を行います。 

２ 運動機能の評価、医療や介護サービスにつなげる支援、通いの場・介護予防拠点の

充実、地域資源の活用などを強化・推進していきます。 

３ 地域の一体的な生活支援等サービスの提供体制の拡充や、生活支援サポーターの

人材発掘、やまがサポーターへの統合を進めていきます。 

 

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構
築 

２ 

介
護
給
付
費
の
適
正
化
等 

１ 

被
保
険
者
の
自
立
支
援
、
介
護
予
防
又
は
重
度
化
防
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１ 医療と介護連携の推進に向けて、医療職と介護職が短期集中的チームによる介入と

認知症地域支援推進員を配置し総合的な認知症施策の推進を目指します。 

２ 認知症の人と家族介護者のつどい、認知症カフェなどの集いの場の確保と、免許返

納促進事業の推進、さらには、認知症ケアパスを用いた普及啓発を図ります。 

３ 認知症に関する理解を深め、地域での見守りを行うサポーターの養成や、認知症市

民フォーラムなど、認知症に対する正しい理解と地域支援体制の整備を図ります。 

４ 認知症高齢者見守り支援事業、ＳＯＳメール、見守り声かけ訓練などにより認知症

の方が地域で生活できる地域の見守りネットワークの構築を図ります。 

５ 権利擁護・虐待防止に向けて、家庭内の高齢者虐待相談の充実を図るとともに、成

年後見制度の周知と利用促進に向けた取組を推進します。 

１ 在宅医療と介護を支える体制整備に向け、鹿本圏域の医療・介護従事者間の連携体

制検討会議や実務部会の開催、さらには各種研修会の実施を行います。 

１ 在宅生活を継続することができるように、配食と見守りサービスの提供、外出支援

タクシー利用助成事業などに取り組みます。 

２ 在宅生活の基盤となる住まいの確保に向け、住宅改造の一部助成などを行います。 

３ 災害時の緊急対応として、避難行動要支援者への支援体制の確立や福祉避難所の設

置などを行います。 

４ 感染症予防対策として、感染症対策マニュアル整備や周知啓発などを行います。 

１ 介護給付費の適正化に向け、主要５事業の推進を図ります。 

２ 施設サービスの基盤整備として、公的・民間サービスを含めた整備を促進します。 

３ 多様な介護人材の確保・育成に向け、国・県と連携した事業推進を図ります。 

重点目標 
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日常生活圏域の設定 

１ 日常生活圏域の設定 

圏域の設定に当たっては、必要最小限の設定に

より本市のサービス供給のバランスをとり、利用

者の利便性を高める枠組みが必要です。 

また、利用者のニーズに即した適切なサービス

量を確保するためには、現在の枠組みを活用した

柔軟なサービス利用が可能となる設定が求めら

れます。 

本市においては、合併などの市の成り立ちや地

域特性などを総合的に勘案し、第７期までの計画

に引き続き、「山鹿」、「大道」、「八幡・三玉」、「川

辺・平小城・三岳」、「鹿央・米田」、「鹿北」、「菊

鹿」、「鹿本」の８つの「日常生活圏域」に分け、

その圏域の特性に応じて、介護サービスの基盤整

備を進めています。 

 

２ 日常生活圏域別の状況 

本市の８つの日常生活圏域は、以下のような人口構成となりますが、介護サービスを

求める一人ひとりが地理的条件や交通等の利便性を確保しつつ、各事業者が提供する

サービス内容を十分に吟味しながら自己決定できる、選択の幅の広い枠組みを目指し

ます。 

 山鹿 大道 
八幡 

三玉 

川辺 

平小城 

三岳 

鹿央 

米田 
鹿北 菊鹿 鹿本 全体 

R1 

実 

績 

総人口 9,922 6,544 7,028 4,252 6,378 3,752 5,882 7,968 51,726 

高齢者 3,145 1,941 2,382 1,944 2,555 1,673 2,516 2,788 18,944 

高齢化率 31.7 29.7 33.9 45.7 40.1 44.6 42.8 35.0 36.6 

R5 

予 

測 

総人口 9,380 6,186 6,644 4,020 6,029 3,547 5,561 7,532 48,899 

高齢者 3,052 1,936 2,376 1,939 2,549 1,669 2,510 2,781 18,812 

高齢化率 32.5 31.3 35.8 48.2 42.3 47.1 45.1 36.9 38.5 
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第２部 各論 

第１章 高齢者福祉事業の推進 

生涯現役社会の充実 

１ 生きがい就労の促進 

（１）前期までの取組 

地域のニーズに応じた多彩な就業の機会を提供し、高齢者の就労の場の確保に取り

組むため、シルバー人材センターへの支援（補助金等）を行い、高齢者が元気で活躍で

きる社会づくりに取り組んできました。 

 

≪シルバー人材センター活動推進補助事業≫ 

高齢者の雇用形態の変化により、再雇用や定年延長を行う企業が増えたことで、

シルバー人材センターを通じて就労する方が減少傾向にあります。 

 

（２）方向性 

≪シルバー人材センター活動推進補助事業≫ 

シルバー人材センターへの支援（補助金等）を継続することで、高齢者が元気で

活躍できる社会づくりを目指すことにより、高齢者の社会参加の衰退を防ぎ、地域

の活性化につなげます。さらには、多様な媒体を用いた広報などにより、新規会員

数の確保につなげていきます。 

 

（３）主な取組 

① シルバー人材センター活動推進補助事業 

事業概要 

高齢者の就業の機会を提供することによって、生きがいづくりや社会参加

の推進を図り、活力ある地域社会を目指すため、シルバー人材センターの運

営費及び各種事業に対して経済的支援（補助）を行っています。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

会員数 600 586 571 600 600 600 
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２ 地域・社会活動の取組 

（１）前期までの取組 

本市では、高齢者が住み慣れた地域で希望や能力を活かし、生きがいを持って暮らす

ことができるために、高齢者が生涯を通じていきいきと活躍できるための支援をして

きました。 

 

≪介護予防サポーター養成講座≫ 

本市では、介護予防についての知識の習得や、実際に活動が実践できる人材を養

成し、介護予防教室、介護予防拠点事業、はつらつ学校など地域での介護予防啓発

活動や地区組織活動の充実を図ってきました。 

同時に、サロンの代表者会議の場や世帯へのチラシ配布、広報紙「包括支援セン

ターだより」で高齢者の社会参加の機会や活動に関する情報提供を行い、活動の周

知や養成講座への参加者募集を行いました。 

 

≪健康づくり・趣味・スポーツ活動等の推進≫ 

やまが総合スポーツクラブ等の高齢者のスポーツ活動や市民あるこう運動など、

自身の興味や体力に合わせた趣味・スポーツ活動等を通じ、市民交流及び地域のコ

ミュニティづくりを推進しました。 

 

≪老人クラブ活動推進補助事業≫ 

高齢者の健康と生きがいづくりや地域における社会参加の促進を図るために老

人クラブ活動の支援を行いました。 

 

≪地域リハビリテーション活動支援事業≫ 

「いきいき百歳体操くまもと県バージョン」のＤＶＤを活用し、リハビリ専門職

の介入による運動機能の評価と運動習慣の勧奨を行うことで、住民の主体的な活動

につながるよう支援しました。 

また、介護予防拠点に対し、リハビリ専門職が定期的に訪問し、活動内容や実施

体制の確認、活動の中心となる介護予防サポーターの相談・助言を行うことで、利

用者の運動機能の維持・向上につながりました。 
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（２）方向性 

≪介護予防サポーター養成講座≫ 

第７期計画から引き続き、新たな人材発掘のための周知や啓発を行っていきます。 

また、受講生が自身の生活スタイルや希望に合わせて活動内容を選択しやすくす

ることで活動の幅が広がるように、生活支援サポーター、介護予防サポーター、認

知症サポーターそれぞれの養成講座を同時に開催し、各種サポーターを「やまがサ

ポーター」として養成を行っていきます。 

 

≪健康づくり・趣味・スポーツ活動等の推進≫ 

やまが総合スポーツクラブ等の高齢者のスポーツ活動や市民あるこう運動など

の参加者増加に向け、周知広報活動を推進します。 

 

≪地区巡回介護予防教室（仮）≫ 

巡回型教室をきっかけに、地域での自主活動（いきいき百歳体操・各種サポータ

ー）につながるよう推進していきます。 

 

≪老人クラブ活動推進補助事業≫ 

老人クラブ会員の減少や役員・担い手の不足により老人クラブ数は減少していま

す。組織の高齢化を防ぐために今後も老人クラブ活動への支援を継続しながら、高

齢者の社会参加の機会を確保します。 

 

≪地域リハビリテーション活動支援事業≫ 

今後も「いきいき百歳体操くまもと県バージョン」のＤＶＤを活用し、リハビリ

専門職の介入による運動機能評価と運動習慣の勧奨を行うことで、住民の主体的な

活動につなげます。 

なお、全国の事例では本事業を活用して、リハビリ専門職だけではなく医師、薬

剤師、看護師、管理栄養士、歯科衛生士などが「訪問」や「通いの場」に従事して

いることから、本市においても事業拡大と合わせて、関与する職種の拡大を検討し

ます。 
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（３）主な取組 

① 介護予防サポーター養成講座 

事業概要 

講座では、自身の健康づくりや介護予防・認知症予防にも役立つ知識を学

ぶことができ、いつまでも楽しく健康でいたい人、地域で暮らす高齢者の応

援をしたい人、身近な地域でやりがいのあることを探している人などが広く

参加できるように取り組んでいます。 

（令和３年度から「やまがサポーター」へ統合します。） 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

開催回数 5 5 5 ― ― ― 

参加人数(人) 20 25 25 ― ― ― 

 

② 介護予防サポーター活動 

事業概要 

介護予防に関する知識を持ち、高齢者を支える地域づくりのキーパーソン

となるボランティアです。現在、本市の介護予防教室や介護予防拠点など、

さまざまな場所で活躍されています。 

令和３年度以降は、「やまがサポーター」に統合することで、活動の拡大を

図ります。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

活動事業数 670 786 800 ― ― ― 

延活動数(人) 1,066 1,192 1,200 ― ― ― 

 

③ やまがサポーター養成講座 

事業概要 

令和３年度から、介護予防サポーター、生活支援サポーター、認知症サポ

ーターそれぞれの養成講座を同時開催し、「やまがサポーター」として養成を

行い、将来受講生の生活スタイルや希望に合わせて活動できるように支援し

ていきます。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

養成者数(人) ―   ―   ―   25 25 25 
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④ やまがサポーター活動 

事業概要 
介護予防サポーター、生活支援サポーター、認知症サポーターを統合し、

より活動の幅を広げられるよう支援していきます。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

延活動数(人) ―   ―   ―   1,200 1,200 1,200 

 

⑤ フォローアップ講座（生活支援サポーター・介護予防サポーター） 

事業概要 
活動されているサポーターの技術向上並びに交流を目的に講座を実施しま

す。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

開催回数 1 0 2 2 2 2 

参加人数(人) 15 0 30 30 30 30 

 

⑥ 老人クラブ活動推進補助事業 

事業概要 

高齢者の、社会参加・生きがいづくり・仲間づくり・健康づくりなどの推

進を図るため、山鹿市老人クラブ連合会が行っている健康づくり事業などへ

の支援（補助）を行います。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

会員数(人) 3,778 2,994 2,568 2,200 2,200 2,200 

 

⑦ 地区巡回介護予防教室（仮称） 

事業概要 
令和３年度から、介護予防普及啓発を目的として、各サロンや地区、組織

等へ出向き、専門職により介護予防指導や運動機能評価を行っていきます。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

実施回数 ―   ―   ―   48 48 48 

 

⑧ ふれあいサロン（地域型） 

事業概要 

週 1 回から月１回、地域の公民館等で地域の人々との交流を通して社会的

孤立を防止し、生きがいづくり、閉じこもり予防、認知症予防、心身機能の

向上等の介護予防を推進していきます。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

開催回数 2,117 2,056 2,040 2,040 2,040 2,040 
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⑨ 地域リハビリテーション活動支援事業 

事業概要 

地域リハビリテーション広域支援センターの介入により、一般市民等が集

まる場所等を訪問し、運動機能評価、日常生活機能評価、体操の指導・助言

などの支援を行っています。 

【介護予防拠点への支援】 

リハビリ専門職（理学療法士・作業療法士等）が介護予防拠点に訪問し、

運動の継続を図るために、正しい体操の仕方や意識付け等の支援を行ってい

ます。 

なお、令和元年度に実施回数が減少した理由は、介護予防サポーターの自

立（自主的な運営）に向け、専門職がモニタリング及び助言として行うよう

になったためです。 

【住民主体の活動支援】 

地域コミュニティ形成の一貫として、通いの場を立ち上げます。また、リ

ハビリ専門職や生活支援コーディネーターと連携し、運動機能評価や指導・

助言を行っていきます。 

【その他団体への活動支援】 

これまで支援を行ってきた介護予防拠点に加え、老人クラブ連合会や公民

館活動など、様々なグループや団体への働きかけ等の連携によりリハビリ専

門職の介入を行っていきます。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

介護予防拠点への支援 

実施個所数 9 9 7 10 12 12 

実施延回数 92 15 13 15 24 24 

住民主体の活動支援（百歳体操） 

開催個所数 1 4 12 15 20 30 

支援延回数 1 9 8 45 50 70 

その他団体への活動支援 

支援延回数 ―   ―   ―   5 15 30 
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３ 健康づくりの推進 

（１）前期までの取組 

本市の特徴として、高血圧・糖尿病に起因する疾患（脳卒中・認知症・心疾患等）か

ら要支援・要介護認定に至るケースが多く、若い頃から高齢期に至るまでの切れ目のな

い健康づくり・介護予防への取組が重要です。 

 

≪高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施≫ 

庁内関係課（国保年金課・健康増進課）と準備検討会を通して、医療レセプト・介護

給付・健診結果などのデータの共有や分析により課題の共有を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪介護予防普及啓発事業・出前講座≫ 

介護・医療保険の啓発や自立支援を目的として、70 歳・75 歳の節目年齢を対象

に介護予防教室を実施しました。 
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また、パンフレットの作成・配布、個人の介護予防メニューの実施状況を記録す

る「介護予防ファイル」の配布や、「いきいきタオル体操」や「ウォーキング」等の

手軽に取り組める運動の普及啓発を図りました。 

さらに、地域の公民館で実施する出前講座で健康づくりに関する講話や「いきい

き百歳体操くまもと県バージョン」のＤＶＤを活用した運動習慣の勧奨を行うこと

で、住民の主体的な活動につながりました。 

 

（２）方向性 

≪高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施≫ 

今後も庁内関係課との連携により、若いうちから健康の動機付けを行う働きかけ

を強化していきます。 

 

≪介護予防普及啓発事業・出前講座≫ 

現在、70 歳介護予防教室の参加率が低いため、より多くの方の健康状態の把握と

早期発見に向け、基本チェックリストの返送方法を変更するなど、実施方法の改善

を図っていきます。 

また、地域に出向き、健康づくりに関する講話や「いきいき百歳体操くまもと県

バージョン」のＤＶＤを活用した運動習慣の勧奨を行うことで、住民の主体的な活

動につなげていきます。 

 

（３）主な取組 

 

① 健康診査（健康増進課・国保年金課） 

事業概要 

健康診査は、個々の健康づくりの基本データであり、全市民の定期的な健

診が必要です。 

介護と医療の連携を強化していき、今後は医療にも介護にもかかっておら

ず、市で把握できていない方の把握に努めるとともに、若いうちからの健診

への動機付けを行い、特定健診を受診してもらうように取り組んでいきます。 

 第 7 期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

特定健診 

受診率 
40.9 41.6 

46.0 

（目標値） 
49.0 52.0 55.0 

後期高齢者 

健診受診率 
27.8 29.6 

23.9 

（見込値） 
32.0 34.0 35.0 
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② 各節目年齢の介護予防教室 

事業概要 

70 歳介護予防教室では、介護予防普及啓発を目的に、体力測定や体組成測

定を行い、75歳介護予防教室では、介護保険証交付、医療費受給者証交付、

体力測定を行っています。 

それぞれの教室で年齢に合わせた介護予防の必要性を理解、実践できるよ

うに実践を交えた講話を行っています。 

70 歳介護予防教室の参加率が低いため、より多くの方の健康状態の把握と

早期発見に向け基本チェックリストの返送方法や教室実施方法などの改善を

図っていきます。 

 第 7 期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

70 歳介護予防教室 

参加者数(人) 255 299 ― ― ― ― 

参加率 26.1 33.1 35.0 35.0 35.0 35.0 

75 歳介護予防教室 

参加者数(人) 394 356 ― ― ― ― 

参加率 62.0 62.1 62.0 62.0 62.0 62.0 

 

③ 出前講座 

事業概要 

介護予防についての普及啓発出前講座を実施しています。（サロン、生涯大

学、老人クラブ、地区公民館等） 

講座では、「いきいき百歳体操くまもと県バージョン」や「介護予防ファイ

ル」、「いきいきタオル体操」等も紹介していきます。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

開催回数 22 21 24 24 24 24 

参加者数(人) 564 413 480 480 480 480 
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介護予防と生活支援の推進 

１ 自立支援ケアマネジメントの推進 

（１）前期までの取組 

地域包括支援センターは、高齢者等からの総合相談や権利擁護をはじめ、介護予防マ

ネジメント、医療介護の連携、生活支援等、地域包括ケアシステムにおける中核機関で

あり、その役割は更に重要なものとなってきていることから、運営基盤の充実・強化を

図ってきました。 

平成 18 年の設立以降、中長期的な視点を持って市の地域包括システムに向けた取組

を推進していく中で、地域住民にとって住み慣れた地域で生活ができるよう、中核的な

機関として機能し続けてきました。 
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≪地域ケア会議≫ 

地域ケア会議を定例化することで多職種間の連携体制の強化や地域でのサービ

ス体制の調整・充実を図り、併せて地域課題の分析等も行いました。 

 

≪相談体制≫ 

介護の重度化を防止していくために、高齢者やその家族等の不安に早期の段階か

ら対応するための相談や訪問活動等に努めてきました。 

 

（２）方向性 

≪地域ケア会議≫ 

個別事例の積み重ねによる地域課題の整理・とりまとめ、地域のネットワーク形

成、資源の見える化と開発を行っていきます。 

また、今後も継続的な地域ケア会議の実施により、ケアマネジャーのほか介護サ

ービス事業所、生活支援コーディネーター等の参加者を拡充し、自立支援の考え方

を共有する機会としていきます。 

 

≪相談体制≫ 

認知症者の増加や家族の介護力の低下等によって相談内容も多様化・複雑化して

きており、相談体制の強化に取り組んでいきます。 

 

（３）主な取組 

 

① 包括的・継続的ケアマネジメント業務 

事業概要 

基本チェックリスト該当者及び要支援１・２認定者に対して、住み慣れた

地域で継続して生活ができるよう、主治医やケアマネジャーをはじめ民生委

員等関係機関との連携を図りながらプランの作成を行っていきます。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

ケアプラン

作成件数 
1,092 877 900 900 900 900 
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② 地域ケア会議 

事業概要 

医療、介護等の専門職をはじめとした多職種が協働し、ケアマネジャー等

が抱える個別事例を検討し、自立支援に向けた課題解決を図ります。 

同時に、明らかになった地域課題を関係者と共有し、解決に向けた検討を

行います。また、地域に不足している資源やサービス、連携体制等の構築に

向けた検討を行います。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

随時 

開催回数 61 51 60 60 60 60 

検討件数 72 85 72 72 72 72 

定例 

開催回数 11 11 12 12 12 12 

検討件数 23 33 48 48 48 48 

 

③ 相談体制や訪問活動の充実 

事業概要 
地域包括支援センターが中心となって、迅速で適切な相談対応や訪問活動

に努めるとともに、相談窓口の周知を行っていきます。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

相談件数 2,852 2,535 2,650 2,700 2,750 2,800 
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２ 介護予防の推進 

平成 27 年の介護保険制度改正により、高齢者が要介護状態になることを防ぐために

総合的に支援する「介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）」が

創設されました。本市でも平成 28 年度から総合事業に取り組んでいます。 

総合事業は、要支援１・２の認定を受けた方と 65 歳以上の高齢者が対象です。大き

く分けて「介護予防・生活支援サービス事業」と「一般介護予防事業」があります。 

「介護予防・生活支援サービス事業」とは、要支援者に対する訪問介護と通所介護

（デイサービス）のほか、基本チェックリストにより一定の基準を満たした介護予防や

生活支援を必要とする高齢者が利用できる多様なサービスです。 

「一般介護予防事業」とは、住民の互助や民間サービスと連携し、高齢者の生活機能

の改善や生きがいづくりを重視した介護予防に役立つ事業のことです。 

総合事業は、介護保険制度の大きな枠組みの中にある事業ではありますが、要介護者

や要支援者に対する全国一律の介護保険サービスとは異なり、各市町村が主体となっ

て行う事業の一つです（地域支援事業）。 

総合事業の利用及び支援の流れを下記に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

介護給付 予防給付 
介護予防・生活支

援サービス事業 

要介護認定 

一般介護 
予防事業 

事業対象者 
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本市における現在の総合事業の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・65 歳以上の 

すべての高齢者 

介護予防・ 

生活支援 

サービス事業 

訪問型サービス（国基準） 

（現行の介護予防訪問介護相当） 

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業 

通所型サービス 

（第一号通所事業） 

その他の生活支援 

サービス（第一号 

生活支援事業） 

介護予防ケアマネジメント 

（第一号介護予防支援事業） 

訪問型サービスＡ 

（緩和した基準） 

訪問型サービスＢ 

（住民主体による支援） 

訪問型サービスＣ 

（短期集中予防サービス） 

訪問型サービスＤ 

（移動支援） 

通所型サービス（国基準） 

（現行の介護予防通所介護相当） 

通所型サービスＡ 

（緩和した基準） 

通所型サービスＢ 

（住民主体による支援） 

通所型サービスＣ 

（短期集中予防サービス） 

栄養改善を目的とした配食 

住民ボランティア等の見守り等 

訪問・通所型の一体的提供等の 

生活支援 

介護予防把握事業 

一般介護予防事業評価事業 
 

地域リハビリテーション活動支援
事業 

介護予防普及啓発事業 

地域介護予防活動支援事業 

訪問型サービス 

（第一号訪問事業） 

 ＝実施事業（サービス） 

・要支援１、２ 

・基本チェック 

リストによる 

事業対象者 

一般介護 

予防事業 
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（１）前期までの取組 

本市では、公的制度・サービスの将来的な持続性が懸念されることから、自助（自身

での健康維持や介護予防への取組）や互助（地域での主体的な活動や仲間同士の支え合

い）の拡充が必要となるため、多様な主体によるサービスに取り組んできました。 

 

≪現行相当訪問・通所サービス≫ 

専門的な支援が必要な高齢者に対し、指定事業所のホームヘルプサービス、デイ

サービス相当のサービスにつながるよう支援しました。 

 

≪訪問指導事業（訪問型サービスＣ）≫ 

看護師・保健師の訪問事業では、通いのサービスにつながらない方を対象に保健

師・看護師等が定期的に訪問し、閉じこもりや生活機能低下の予防に努めました。 

また、運動機能評価事業では、運動機能評価を必要とする方を理学療法士・作業

療法士が訪問して日常生活動作を評価し、必要な介護予防の指導を行いました。 

 

≪その他の生活支援サービス≫ 

●家事支援事業（家事しえん隊） ※シルバー人材センターへ委託 

訪問による居宅での家事支援（調理・掃除）を行うことにより、対象者の自立し

た生活を継続可能とするとともに、要介護状態への進行防止に努めました。 

●生活支援サポート事業     ※社会福祉協議会へ委託 

対象者の個別のニーズ（買い物・ゴミ出し・衣替え・布団干し・話し相手等）に

応え、対象者が住み慣れた地域で、自立した生活ができるように支援しました。 

 

≪介護予防拠点通所事業（通所型サービスＡ）≫ 

利用者の身近な地域の介護予防拠点を会場に、週に１回程度通所事業を開催しま

した。介護予防サポーターを中心とした活動により、要介護状態への移行を予防す

るよう努めました。 

 

≪はつらつ学校（通所型サービスＣ）≫ 

退院し運動機能に不安のある方、70 歳の介護予防教室での基本チェックリスト

から予防が必要と判断された方、介護認定を新規に受けられた方等を対象として、

高齢者の運動機能、生活機能の維持向上を図るために４か月間の事業を実施しまし

た。 

 

≪一般介護予防事業評価事業≫ 

新規認定者等のデータ分析や介護予防事業対象者の機能評価等により、その効果

及び介入方法の検討を行いました。  
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（２）方向性 

「介護予防・生活支援サービス事業」は、後に述べる「生活支援体制整備事業」と連

動し、日常生活圏域ごとの協議体からの意見集約や、必要量の実態把握をもとに、関係

機関と連携を図りながら、自助・互助・共助・公助のバランスの取れた地域づくりに向

けて整備していく必要があります。 

 

≪現行相当サービス≫ 

専門職による支援が必要な方に対し、適切にサービスが提供されるようケアマネ

ジメントによりつないでいきます。 

 

≪訪問指導事業（訪問型サービスＣ）≫ 

訪問指導を利用される人の中には、認知症が疑われる人も増えており、家族支援

や医療や介護サービスへつながるように支援していきます。 

運動機能評価事業については、利用条件の緩和や、周知に取り組んだ結果、利用

者数は増加傾向にあるため、今後も効果的で利用しやすいサービスが提供できるよ

う事業を継続していきます。 

 

≪その他の生活支援サービス≫ 

●家事支援事業（家事しえん隊） 

●生活支援サポート事業 

日常生活の一部に支援が必要な対象者が増加しており、今後は、身近な地域での

人材の発掘に取り組むとともに、地域包括ケアシステムの構築に向けて、さらに活

性化していく必要があります。 

 

≪介護予防拠点通所事業（通所型サービスＡ）≫ 

対象者のニーズに合わせて事業内容の充実を図るとともに、地域資源（既存のグ

ループや老人クラブ、サロン、百歳体操等）を活用した自立支援の取組へつなげて

いきます。 

 

≪はつらつ学校（通所型サービスＣ）≫ 

参加者数が横ばいの状況にあり、より多くの対象者が介護予防に取り組めるよう、

継続して周知を行っていきます。 

同時に、はつらつ学校利用期間終了後にも継続した介護予防へつながるよう、週

１回の通いの場（百歳体操等）を充実するように環境整備を行っていきます。 
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≪一般介護予防事業評価事業≫ 

介護保険事業計画に定める目標値の達成状況等の検証を行い、一般介護予防事業

の事業評価を行います。 

 

（３）主な取組 

① 現行相当訪問・通所サービス 

事業概要 

専門職の支援が必要な方に対し、市が指定する事業所によりサービスを提

供します。利用者の自立支援に向けた取り組みができるよう、適切なケアマ

ネジメントを行います。 

利用延人数 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

(月平均) H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

通所介護(人) 195 179 167 180 200 220 

訪問介護(人) 98 84 83 90 100 110 

 

② 訪問看護事業（訪問型サービスＣ 看護師・保健師の訪問事業） 

事業概要 

基本チェックリストを実施し、基準に該当した方で、通いのサービスにつ

ながらない方等を対象に、看護師や保健師が定期的に自宅を訪問し、閉じこ

もりや生活機能低下を予防し、通いの場や自立へつなげます。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

実利用者(人) 8 2 2 10 10 10 

延利用者(人) 44 8 8 30 30 30 

 

③ 訪問看護事業（訪問型サービスＣ リハビリ専門職の運動機能評価事業） 

事業概要 

基本チェックリストを実施し、基準に該当した方に対し、理学療法士や作

業療法士が定期的に自宅に訪問し、適切な住宅改修の支援や自宅でできる体

操やリハビリの方法を指導し、通いの場や自立へつなげます。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

実利用者(人) 4 9 6 10 10 10 

延利用者(人) 11 23 15 20 20 20 
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④ 家事支援（家事しえん隊） 

事業概要 

シルバー人材センター会員による日常生活支援（家事援助：調理・掃除な

ど）を行い、自立した生活を継続可能とし、要介護状態への進行を予防しま

す。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

実利用者(人) 168 155 150 170 180 190 

延利用者(人) 4,886 5,022 4,200 4,500 5,000 5,500 

 

⑤ 生活支援サポート事業 

事業概要 
対象者の困りごとに対して、生活支援サポーターを活用した日常生活支援

（買い物・ゴミ出しなど）を行い、自立した生活を継続可能とします。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

実利用者(人) 23 27 30 35 40 45 

延利用者(人) 514 503 550 600 650 700 

 

⑥ 介護予防拠点通所事業（通所型サービスＡ） 

事業概要 

介護予防が必要な場合に、通いの場を提供することで、介護予防について

の知識や実践及び仲間づくりができ、目標を持って生きがいのある生活を送

られるように支援します。また、寝たきりや認知症、要介護状態への移行を

予防します。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

新規整備数 0 1 0 0 0 0 

実施個所数 11 12 12 12 12 12 

実参加者(人) 406 381 360 370 380 390 

延参加者(人) 12,250 11,582 5,700 11,000 11,400 11,700 

 

⑦ はつらつ学校（通所型サービスＣ） 

事業概要 

週１回通所事業に参加し、タオル体操、ストレッチを中心とした運動メニ

ューや栄養改善、口腔機能向上などのプログラムを実施します。 

４か月の短期集中の事業で、卒業後は通いの場や介護予防拠点へつなげて

いきます。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

実利用者(人) 148 135 100 130 140 150 

延利用者(人) 1,593 1,290 900 1,200 1,400 1,600 
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３ 生活支援体制の整備 

本市では,高齢者が住み慣れた地域で自分らしい生活を継続できるような社会を目

指し、「地域包括ケアシステム」の実現に向け介護予防・生活支援の基盤整備に取り組

んでいます。 

若い世代の減少、高齢化が進むことで、支える側の人材が減少し、認知症など多様な

支援を必要とする人が増加すると予測されます。 

そのため、介護サービス等での支援だけでなく、住民主体による支え合いの地域づく

りや、高齢者自身が介護予防・生活支援・地域づくりを支える担い手として社会参加し、

継続的に活躍できる場づくりが必要です。また、既存の社会資源を把握・整理した上で、

必要に応じて新たな資源開発・組織化を行っていくことも重要になります。 

なお、この取組は、生活支援コーディネーターが中心となり「協議体」の中での協議・

検討により進めていきます。 

 

〔生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の配置〕 

生活支援コーディネーターは、介護予防・生活支援の基盤整備を推進するために、

サービスの提供体制の構築に向けた取組を行う人です。 

具体的な活動は、サービス提供主体等の関係者のネットワークを構築することや、

既存の取組や組織を活用するだけでなく、新たな資源の開発を行い、地域の支援ニ

ーズとサービスとのマッチングなどを行います。 

 

〔協議体の開催〕 

「協議体」は、市町村を設置主体とし、生活支援・介護予防サービスの体制整備

に向け各地域におけるコーディネーターと生活支援等サービス提供主体が参画し

た「定期的な情報共有や連携強化の場」としての活動の中核となるネットワークの

ことです。 

多様な主体間の情報共有及び連携・協働による資源開発を推進する目的で設置し

ます。 

コーディネーターが協力して地域の関係者とのネットワーク化を図っています。 

特定の事業者の活動の枠組みを越えた発想で、地域の実情に応じた協議が行われ

ることが重要になります。 
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（１）前期までの取組 

本市の協議体は「第１層協議体」、「第２層協議体」で構築しています。 

 

●第１層協議体・生活支援コーディネーターの役割 

地域横断的な課題の抽出や資源の充実を目指し、本市全域の体制整備事業推進に

ついての方針を検討しました。具体的には以下のとおりです。 

①コーディネーターの組織的な補完 

②地域ニーズの把握 

③情報の見える化の推進 

④企画・立案・方針策定を行う場 

⑤地域づくりにおける意識統一を図る場 

⑥情報交換の場 

⑦働きかけの場   

 

●構成員（団体） 

地区長会、民生委員児童委員協議会、社会福祉協議会、シルバー人材センター、

老人クラブ、介護支援専門員協会、第２層生活支援専門員代表、有償ボランティア

を行うＮＰＯ法人、医療関係者、行政機関（市・地域包括支援センター）等 

 

●第２層協議体・生活支援コーディネーターの役割 

地域住民により身近なところでの「支え合う地域づくり」を推進するため、日常

生活圏域ごとの介護予防拠点８か所に配置しています。 

第 1層と連携・情報共有しながら、対処地域に関する課題の抽出や対応策の検討、

活動やサービス実施主体とのネットワークづくり、住民とのマッチング等を行いま

した。 

 

本市における生活支援体制整備・生活支援コーディネーターの具体例 

 交通手段が少なく店舗がほとんどない地域に移動販売車の手配をし、高齢者が定

期的に買い物ができるようになった。 

 買い物や洗濯などちょっとした困りごとのある高齢者に対し、地域の支え合いが

生まれ、支援者をマッチングする「おたがいさま隊」として活動が始まった。 

 介護予防拠点を利用し、パッチワーク教室を実施していたグループにより、週１

回の教室開催に合わせて体操（いきいき 100 歳体操）が始まった。地域リハビリ

テーション支援センターの助言や体力測定等の協力を得ながら継続した活動に

つながり、他の地域にも広がりをみせている。 
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第１層と第２層生活支援体制整備による介護予防・生活支援体制構築イメージ 

 

 

（２）方向性 

生活支援体制整備においては、高齢者が地域で生きがいや役割を持ち、自分らしい生

活を送ることができるよう、適切な生活支援サービスの活用を支援することが必要で

す。 

生活支援コーディネーターは、住民主体による支え合いの地域づくりのために、自立

や社会参加に資する、使いやすく役立つサービスが提供される体制の構築に向け、地域

住民の声を聴く語らいの場（協議体）を設定します。 

「地域包括ケアシステム」の構築に向けたサービスの提供体制は、自立支援や地域の

福祉力の形成を妨げないことが重要であり、そのためには、既存の社会資源や地域のニ

ーズ（対象者の特徴や必要量、内容など）をしっかりと把握し、様々な主体へ働きかけ

方針の共有をしていきます。 

 

≪生活支援コーディネーターの配置と協議体の実施≫ 

今後も各地域の多様な取組のコーディネートを行い、地域における一体的な生活

支援等サービスの提供体制の整備を拡充していきます。 

また、地域ケア会議等へ参加することで地域ごとの課題を把握し、1層・２層協

議体へ情報を共有する体制を整えていきます。 
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（３）主な取組 

① 第１層・第２層 生活支援コーディネーターの配置と協議体の実施 

事業概要 

介護保険法第 115 条の 45 第２項第５号に規定する「被保険者の地域にお

ける自立した日常生活の支援及び要介護状態等となることの予防又は要介護

状態等の軽減若しくは悪化の防止に係る体制の整備その他のこれらを促進す

る事業」を実施します。 

圏域ごとの第２層協議体の中で検討・整理された課題を、市内全域を対象

とした第１層協議体で吸い上げ、生活支援体制の構築に向けた基盤整備、ネ

ットワーク化への検討を行っていきます。 

 第 7 期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

第１層 

配置人数(人) 
1 1 1 1 1 1 

第２層 

配置人数(人) 
8 8 8 8 8 8 

第１層 

会議回数 
1 2 1 2 2 2 

第２層 

設置数 
6 7 7 8 8 8 
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認知症施策の推進 

１ 医療と介護連携の推進 

（１）前期までの取組 

団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年、団塊の世代ジュニアと呼ばれる世代が 65

歳となる令和 22 年に向けて、介護を必要とする高齢者や認知症高齢者が増加すること

が予想されます。 

本市では、認知症になっても地域で安心して住める取組を推進してきました。 

 

≪認知症初期集中支援推進事業≫ 

第６期から第７期計画にかけて、認知症の方の早期発見と迅速な診断による適切

な医療と介護へのつなぎが課題となり、かかりつけ医と認知症サポート医や地域の

医療・介護の関係者の連携が必要になりました。 

そのため、地域の認知症サポート医や認知症地域支援推進員、認知症疾患医療セ

ンター等の専門職を招いて、月１回の認知症初期集中支援チーム員会議を開催し、

認知症初期集中支援チームとして早期診断・早期対応に向けた支援活動を実施しま

した。 

関係機関と連携したことで、在宅での生活支援や必要なサービスへのつなぎがス

ムーズになりました。 

 

≪認知症地域支援推進員事業≫ 

認知症疾患医療センターや医療機関、介護サービスや地域の支援機関をつなぐコ

ーディネーターとして活動を行いました。 

また、認知症に関する相談対応、地域住民の正しい理解の促進を目的とした活動

（出前講座、子ども認知症サポーター養成講座のための学校訪問、認知症地域サポ

ートリーダー交流会等）を行い、認知症の人やその家族を支援できる地域環境の整

備を推進してきました。 

さらに、働き盛りの世代で認知症を発症し、本人・家族とともに生活等への大き

な不安を抱える若年性認知症の人への支援にも力を入れてきました。 
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（２）方向性 

≪認知症初期集中支援推進事業≫ 

認知症初期集中支援チームの周知活動、チーム員会議でのケース検討等を実施し、

認知症の方の早期発見・訪問を基本とした適時・適切な対応に取り組んでいきます。 

同時に、チームが効率的に機能するように、専門医やかかりつけ医との連携の促

進や連携強化を行い、地域課題の解決に取り組みます。 

 

≪認知症地域支援推進員事業≫ 

認知症の早期把握と家族介護支援につながる連携体制を構築し、予防と併せて認

知症フレンドリー社会を推進するために、今後も継続して支援を行っていきます。 

 

 

  

診断・指導

指導・助言
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（３）主な取組 

① 認知症初期集中支援推進事業 

事業概要 

認知症サポート医、保健師、精神保健福祉士、認知症地域支援推進員など

の認知症にかかわる専門スタッフで構成されています。認知症の（疑われる）

方のご自宅を訪問し「病院受診へのつなぎ」「必要に応じた医療・介護サービ

スなどの検討や調整」「生活上の工夫や対応方法の相談」など専門的なサポー

トやアドバイスを行っていきます。また、サポート期間は最長６か月を目安

とします。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

チーム員会

議回数 
11 8 

中止又はオ

ンライン 
11 12 12 

支援・対応件

数 
3 3 3 3 4 5 

 

② 認知症地域支援推進員事業 

事業概要 

本市の地域包括支援センター内に認知症地域支援推進員を配置し、医療や

介護、認知症に関わる地域の支援機関の間の連携促進や強化、認知症やその

支援者を対象とした相談業務を行います。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

推進員(人) 1 1 1 1 1 1 

相談件数 368 511 500 550 550 550 

訪問活動 117 137 150 200 200 200 
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２ 認知症本人及び家族への支援体制の拡充 

（１）前期までの取組 

本市では、認知症の方やその家族が安心して暮らせる環境づくりのために、認知症介

護者が困りごとや不安などの相談や情報交換ができるような機会を設けました。 

 

≪認知症の方と家族介護者のつどい事業≫ 

認知症の方の家族が介護の悩みや心配事を話せる場所を設け、介護者間で情報交

換や思いを語る機会をつくりました。 

 

（２）方向性 

≪認知症の人と家族介護者のつどい事業≫ 

家族介護者へ活動の周知を行うとともに、圏域ごとに開催するなど参加しやすい

工夫を検討していきます。 

 

≪認知症カフェ≫ 

やまがサポーターの活動として、既存の喫茶店や施設を利用した認知症カフェを

実施し、認知症当事者や介護家族者、地域住民、専門職が喜びや悩みを相談・共有

をすることで、地域で認知症について考える機会を提供していきます。 

 

≪免許返納促進への取組≫ 

関係機関と連携した高齢者の免許返納の促しと併せて、生活支援や社会参加の機

会減少など、返納後に出現する問題に関しても検討していきます。 

 

≪認知症ケアパス≫ 

令和２年現在、本市の実状に合った認知症ケアパスの作成に取り掛かっており、

令和３年から配布できるように取り組んでいきます。 
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（３）主な取組 

① 認知症の方と家族介護者のつどい事業 

事業概要 
各地域に認知症介護の悩みや心配事を相談できる場所を配置しており、今

後も継続した支援を行っていきます。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

開催箇所数 ―   ―   3 3 3 3 

 

② 認知症カフェ 

事業概要 

認知症の方とその家族、また、地域住民や専門職など誰もが気軽に集うこ

とができる場所となり、認知症の方とその家族が安心して過ごすための地域

づくりの出発点となるものです。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

開催箇所数 ―   ―   ―   2 5 5 

参加者数 ―   ―   ―   10 20 20 
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３ 地域支援体制の整備 

（１）前期までの取組 

本市では、市民が認知症に関する正しい理解と知識を持ち、認知症の人やその家族が

住み慣れた地域で安心して住み続けられるよう、周知啓発活動に取り組んできました。 

また、市、医師会、歯科医師会、薬剤師会と民間業者で「認知症になっても安心して

暮らせるまちづくり連携協定」を締結し、認知症施策の効果的な推進や関係者間のネッ

トワークづくりにも取り組みました。 

 

≪認知症サポーター養成講座・子ども認知症サポーター養成講座≫ 

認知症についての知識を深めたり、支援のあり方について学ぶことで、「認知症

になっても安心して暮らせるまちづくり」を推進してきました。 

令和元年度から、介護予防・生活支援サポーターと同時に養成し、他事業とも協

同して認知症の普及啓発を図っています。 

また、小中高校教育の一環として、認知症に関する正しい知識の普及のための子

ども認知症サポーター養成講座にも力を入れてきました。 

 

≪認知症地域サポートリーダー養成講座≫ 

認知症に関する知識をより多く身に付けてもらうためのステップアップ講座と

して、認知症地域サポートリーダー養成講座を実施しました。 

一般市民に加え、事業所の職員等も養成講座を受講したことで、住民と専門職の

情報交換ができる場ともなりました。 

 

≪サポートリーダー交流会≫ 

各圏域において、認知症地域サポートリーダーが養成講座で学んだ内容を活かし、

地域で継続的な交流活動や認知症に関する行事の計画・協力を行いました。 

 

≪認知症市民フォーラム事業≫ 

認知症の予防、早期発見、治療及び介護サービス体制の充実を目指し、地域資源

の連携やネットワーク化を進めるため、市民に対して認知症に関する正しい知識の

啓発を目的としたフォーラムを開催しました。 

本市の取組や認知症地域サポートリーダーの活動、小中学校での活動等に加え、

若年性認知症についても広く周知しました。 
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（２）方向性 

≪認知症サポーター養成講座・子ども認知症サポーター養成講座≫ 

若者や元気な高齢者、認知症の方と関わる機会の多い職種（例：郵便局・銀行等）

など幅広い世代や業種へ養成講座の周知に努めます。 

また、認知症サポーターを「やまがサポーター」養成講座の一環とし、新たな人

材確保や受講者の負担軽減、実活動へのスムーズな移行につながるよう支援をして

いきます。 

 

≪認知症地域サポートリーダー養成講座≫ 

今後は、「やまがサポーター」として一元化を検討しており、やまがサポーター

のフォローアップ研修として、現在の認知症地域サポートリーダー養成講座を位置

付けるよう検討していきます。 

さらに、認知症サポートリーダー養成講座を受講した人のうち、実活動につなが

らなかったサポートリーダーに対しては、活動につながるような働きかけや活動内

容の見直しを行います。 

 

≪認知症地域サポートリーダー交流会≫ 

全ての圏域で組織化や活発な活動が進むよう支援の工夫を検討し、地域差を減ら

す取組を推進していきます。 

 

≪認知症市民フォーラム事業≫ 

多くの市民に関心を持ってもらえるような地域の実状に合った内容の検討や、身

近で行っている活動を紹介する機会としても活動していきます。 
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（３）主な取組 

① 認知症サポーター養成講座 

事業概要 
地域住民・学校・商工事業所等に対し、認知症に関する正しい知識の理解

と共生・対応について学ぶ機会を提供し、応援者の養成を行っています。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

養成者(人) 1,244 1,263 700 1,300 1,300 1,300 

 

② 認知症サポートリーダー養成講座（やまがサポーターフォローアップ講座） 

事業概要 
認知症についての理解を深め、支援のあり方について詳しく学び、地域で

実践ができる人を養成します。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

候補者(人) 22 26 ―   ―   ―   ―   

修了者(人) ―   ―   ―   50 50 50 

 

③ 認知症地域サポートリーダー交流会（やまがサポーター認知症交流会） 

事業概要 
地域行事での活動紹介や、地域の声かけ見守り訓練の企画や協力、子ども

サポーター養成講座でのサポート等を行います。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

開催回数 47 46 30 48 48 48 

参加者(人) 387 362 250 390 400 410 

 

④ 認知症市民フォーラム 

事業概要 

認知症の予防、早期発見、治療及び介護サービス体制の充実を目指し、地

域資源の連携やネットワーク化を進めるために、地域住民に対して啓発を目

的としたフォーラムを開催します。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

参加者(人) 169 中止 中止 175 175 175 
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４ 見守りネットワークの構築 

（１）前期までの取組 

認知症による行方不明高齢者のトラブルが増えていることから、高齢者本人とその

家族を支援するために、行方不明になる可能性のある高齢者等の把握や行方不明にな

った場合の早期発見につながるような取組を推進してきました。 

 

≪認知症高齢者見守り支援事業≫ 

認知症で行方不明になるおそれのある高齢者を在宅で介護する者に対して、位置

情報専用探索機（ＧＰＳ）の貸与を実施し、ＧＰＳを利用した見守りによって当該

高齢利用者の行動範囲の把握や行方不明時の早期発見、家族や支援者の安心につな

がるよう支援しました。 

 

≪ＳＯＳネットワーク≫ 

認知症の方が行方不明になった時に、捜査協力員として事前登録されたボランテ

ィアの方々にその情報をＳＯＳメールを活用して正しく迅速に伝え、早期捜索・発

見できるネットワーク構築に努めました。 

 

≪見守り声かけ訓練≫ 

行方不明者の捜索はＧＰＳの利用だけでは限界があり、併せて地域社会で認知症

の方を見守る体制づくりが必要です。 

各圏域（地区）の地域住民と協力した声かけ模擬訓練により、身近な地域への啓

発を行うとともに、行方不明者への声かけ方法やそのポイントを学び、実践する機

会を設けました。 

 

（２）方向性 

≪認知症高齢者見守り支援事業≫ 

ＧＰＳの端末を所持したままでいることの難しさ、頻回な充電や端末紛失による

自己負担の大きさから試験運用で終了する方が多いという状況にある中、介護保険

サービスでＧＰＳ貸付が可能になったこともあり、令和２年度まででＧＰＳ貸付事

業を終了します。 

今後は、新たなツールや地域のネットワークを活用した見守り体制の拡充を図り

ます。 
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≪ＳＯＳネットワーク≫ 

捜索協力者の登録者数は 553 人（令和元年時点）となっていますが、配信可能者

数は年々減少しており、ＳＯＳメールの周知活動とアドレス変更者等への再登録の

促進に努めます。 

また、やまがサポーター登録時に、併せてＳＯＳメールへの登録を周知していき

ます。同時に、ＱＲコード付きのステッカーとアプリを活用した位置確認システム

など新しい媒体の導入を検討しており、より使いやすい形のネットワークづくりに

努めます。 

 

≪見守り声かけ訓練≫ 

各圏域で開催状況や協力体制に差があることから、声掛け見守り訓練を全市的な

取り組みとするとともに、実施地域においては引き続き連携して実践し、見守りネ

ットワークの構築を行っていきます。 

 

（３）主な取組 

① 認知症高齢者見守り支援事業 

事業概要 

認知症等により見守りネットワークシステムが必要と認められる方や、認

知症等により行方不明になる可能性がある高齢者を在宅で介護する方に対

し、ＱＲコード付きステッカー登録料金の補助を行います。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

ＧＰＳ貸与

数 
2 2 1 ―   ―   ―   

ステッカー

利用数 
―   ―   ―   5 8 11 

 

② ＳＯＳメール 

事業概要 
認知症の方が行方不明になった際、情報を正しく迅速に伝え、一刻も早く

捜索する仕組みとして、一斉メールが届くシステムを導入しています。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

登録者(人) 234 221 223 230 230 230 
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③ 見守り声かけ訓練 

事業概要 
各地域で、認知症の人が外出して行方不明になったことを想定し、捜索手

順や発見した時の対応を学ぶ訓練を行います。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

開催回数 7 7 中止 7 8 9 

参加者数(人) 363 479 中止 480 490 500 

 

５ 権利擁護・虐待防止の推進 

（１）前期までの取組 

認知症などで判断能力が不十分な高齢者等に対し、成年後見制度の利用支援や情報

共有を行うことで、本人の権利や財産を守ります。 

また、高齢者虐待の発見や防止のための相談体制を構築してきました。 

 

≪成年後見推進事業≫ 

成年後見制度の適切な利用の促進を図るため、フォーラム等を通じて広報活動を

行いました。結果として、成年後見制度を利用する人は増加しました。 

また、成年後見人が報酬を受けることができるよう報酬助成を行い、成年後見制

度の促進に努めました。 

 

≪家庭内の高齢者虐待対策事業≫ 

高齢者虐待の相談があった際には、調査し防止や対策支援を行っています。 

 

（２）方向性 

≪成年後見推進事業≫ 

市民後見人養成講座の受講者が少ないため、市民後見人の役割と重要性を理解し

てもらうための広報活動を強化していきます。 

また、「やまが成年後見センター」等と連携を図り、成年後見制度の利用支援を

行います。 

さらに、市民が適切に制度の利用を行うことができるよう、ネットワークづくり

を強化し、関係機関の協力のもと中核を担う機関の設立に向けた取組を行います。 
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≪家庭内の高齢者虐待対策事業≫ 

本市では、地域包括支援センターや福祉総合相談窓口を設置し、より相談しやす

い体制づくりを行っています。地域包括支援センター及び関係医療機関、地域住民

等との連携で、相談窓口機能の強化を図ります。 

 

（３）主な取組 

① 成年後見推進事業 

事業概要 

認知症高齢者等を対象として、成年後見制度を利用することが必要と判断

された場合に、市長が法定後見制度を使って後見人等の開始の申立てを行い、

その申立てに係る費用や後見人報酬に係る費用を助成します。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

市長申立て

件数 
0 2 7 10 10 10 

報酬助成件

数 
6 10 15 15 15 15 

相談件数 37 16 40 40 40 40 

フォーラム

参加者(人) 
41 57 60 60 60 60 

市民後見人

基礎養成人

(人) 

12 8 20 20 20 20 

市民後見人

実践養成人

(人) 

9 9 10 10 10 10 

 

② 家庭内の高齢者虐待相談 

事業概要 
在宅介護者や当事者等がいつでも高齢者虐待等の相談ができる体制づくり

を行っています。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

相談件数 41 32 60 60 60 60 

相談人(人) 18 10 20 20 20 20 
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在宅医療と介護連携の推進 

１ 在宅医療と介護を支える体制整備と本市の支援 

（１）前期までの取組 

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を続けられるよう、在宅における適切な医

療・介護の基盤整備に取り組みました。 

 

≪在宅医療・介護連携体制整備事業≫ 

地域における保険・医療・介護及び福祉の関係者が、在宅医療・介護連携に関す

る情報共有や相互理解を深めることで、関係機関の連携の円滑化を図りました。 

 

≪研修会及び市民フォーラムの開催≫ 

多職種連携を目的とした研修会のほか、在宅ケアネットワーク研修、市民フォー

ラムの開催を通じて区長や民生委員をはじめとした地域住民へ、在宅医療介護連携

推進の必要性や看取り等に関する周知が図られました。 

 

（２）方向性 

≪在宅医療・介護連携体制整備事業≫ 

住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けられるよう、在宅医療

と介護サービスを一体的に提供するために必要な支援体制について検討します。 

日常生活における療養や入退院、急変、看取りなどの場面では連携体制の構築が

大変重要です。医療・介護の情報共有ツールや在宅医療介護サービスの提供体制を

分かりやすく見える化し、周知を図ります。 

 

≪多職種連携研修会（顔の見える研修会）≫ 

医療機関や介護事業所等を対象として、感染症対策・災害発生時の勉強会や情報

交換会を開催していきます。 
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（３）主な取組 

 

在宅医療・介護連携体制整備事業 

ア 地域の医療・介護資源の把握 

 

地域で把握可能な既存情報の整理、在宅医療・介護の必要量や資源量の把握、関係者や住

民への情報提供、必要量や資源量の将来推計について庁内関係課で検討することとしてい

ます。 

イ 在宅医療・介護連携の課題抽出と対応策の検討 

 
地域ケア会議等で地域の課題を抽出していますが、継続して多職種を通じて地域の課題

や対処を要する事項を抽出します。 

ウ 切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進 

 

地域包括支援センターにおける包括的・継続的ケアマネジメント支援業務への助言・地

域における在宅医療資源及び提供体制の把握を行います。今後は、地域における切れ目の

ない医療提供体制の目指すべき姿を描くとともに、運用時のルール策定について検討して

いきます。 

エ 医療・介護関係者の情報共有支援 

 
情報共有による課題及び共有が必要な情報の棚卸し、ツール、ルール等の新規作成を庁

内関係課で検討していきます。 

オ 在宅医療・介護連携に関する相談支援 

 
医療・介護関係者等からの連携困難事例について相談支援を行うとともに、相談窓口機

能の周知について庁内関係課で検討します。 

カ 医療・介護関係者の研修 

 
地域各種団体が開催する研修会の情報集約や広報を行っており、今後は、関係者へのヒ

アリングやアンケート等を通じて研修ニーズ・課題を把握します。 

キ 地域住民への普及啓発 

 

地域に出向く機会を通じて地域ニーズを把握し、どういったことを、どういった対象者

に、どういった媒体を用いて普及啓発するのかを明確にし、ニーズに対応した普及啓発を

行っていきます。 

ク 在宅医療・介護連携に関する他市町村との連携 

 
庁内関係課とともに、他市町村と広域的に取り組むべき内容と必要性を確認し、取組に

向けた協議を行っていきます。 
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① 鹿本圏域在宅医療連携体制検討会議・実務部会 

事業概要 
医療連携体制に関する代表者が一同に会し、連携体制の課題や情報共有等

を行います。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

検討部会 

開催回数 1 1 1 2 2 2 

実務部会 

開催回数 1 1 1 2 2 2 

 

② 研修会 

事業概要 
多職種連携を目的とした研修会のほか、区長・民生委員をはじめとした地

域住民を対象に含めた在宅ケアネットワーク推進研修会を実施します 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

顔の見える研

修会開催数 
1 1 中止 1 1 1 

在宅ケアネッ

トワーク研修

会開催数 

1 1 中止 1 1 1 

 

  



高齢者福祉計画・介護保険事業計画   
 

74 

 

住み続けることができる環境整備の推進 

１ 地域の実情に応じた在宅生活の継続に向けた支援 

（１）前期までの取組 

本市では、様々な理由で在宅において日常生活を営むことに支障がある高齢者に対

し、在宅支援を行ってきました。 

 

≪食の自立支援事業≫ 

見守りと食生活の改善が必要な高齢者に対し、在宅での自立した生活を支援する

ため、配食と併せて安否確認を行っています。 

緊急事態を発見した際は、消防署や医療機関、緊急連絡先に連絡する等の対応を

行うことで、日常的な見守りに結びついています。 

 

≪緊急通報システム事業≫ 

一人暮らしで、発作等突発的な症状の発生及び上下肢の機能の低下等による転倒

のおそれがある高齢者に対して、利用者宅に設置する無線式（ペンダント）緊急発

信装置又は有線式緊急通報装置を貸与し、緊急時にはダイヤルを回すことなく自動

的に通報し、迅速・適切な対応ができるシステムです。 

 

≪外出支援タクシー利用助成事業・あいのりタクシー≫ 

高齢者の在宅生活の維持や社会参加の促進には移動手段の確保が大変重要とな

るため、本市では、公共交通としての「あいのりタクシー」運行や外出支援タクシ

ー利用券を配布しています。 

 

 

（２）方向性 

≪食の自立支援事業≫ 

高齢者等の低栄養状態のリスク回避とともに、より一層の安否確認の徹底、高齢

者等の見守りを行います。 

高齢者の生活状況等についての情報を地域包括支援センター、家族、関係機関(居

宅介護支援事業所等)と共有し、適切な支援が行えるように連携を深めていきます。 
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≪緊急通報システム事業≫ 

一人暮らしの高齢者は増加していますが、緊急通報装置の設置台数は減少傾向と

なっています。 

今後も高齢化の進展とともに、高齢者が住み慣れた自宅で安全・安心に暮らすこ

とができるように、事業を継続して当該事業の認知度の向上に向けた活動を行って

いきます。 

 

≪外出支援タクシー利用助成事業・あいのりタクシー≫ 

今後も高齢者等の移動支援の確保に努めるとともに、外出が困難な高齢者に対し

て移動の利便性向上を図ります。 

 

≪紙おむつ等購入費支援事業≫ 

今後も在宅介護の状態にある本人の在宅生活の維持とその介護者の負担軽減を

支援するため「紙おむつ等購入費支援事業」を介護保険特別給付として実施してい

きます。 

 

（３）主な取組 

① 食の自立支援事業 

事業概要 

介護保険の認定を受けた方、65歳以上の高齢者のみ世帯で栄養の偏りが懸

念される方を対象として、栄養バランスのとれた食事の提供と安否確認を行

い、在宅での自立を支援します。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

利用者数 111 109 115 120 125 130 

延配食数 11,136 10,040 11,500 12,000 12,500 13,000 

 

② 緊急通報システム事業 

事業概要 

疾病等により緊急時の対応が必要な 65歳以上の一人暮しの高齢者等で、生

活保護世帯か住民税・所得税非課税世帯（均等割のみ課税世帯は対象とする）

で近所に協力者がいる人を対象として、電話回線を利用した緊急通報システ

ム装置を設置し、緊急時の対応や定期的な安否確認を行います。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

利用世帯数 57 46 45 50 55 60 
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③ 外出支援タクシー利用助成事業 

事業概要 

65 歳以上の住民税非課税世帯に属する方が、家庭での移送や路線バス等の

利用が困難な場合であって、介護保険の認定を受けているか、認定をお持ち

の人と同等程度の状態にあると認められるときに、400 円のタクシー券を年

間で最大 48 枚発行しています。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

利用者数 183 244 280 300 320 340 

 

④ 紙おむつ等購入費支給事業 

事業概要 

在宅の要介護３以上の方で保険料の未納がない方を対象として、紙おむつ、

尿とりパット、リハビリパンツの購入費の支援を行う事業で、購入費用のう

ち月額 6,000 円を限度とし、購入額の９割を補助しています。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

利用者数 5,175 5,301 5,430 5,600 5,600 5,600 

 

２ 多様な住まいの確保 

（１）前期までの取組 

高齢者が可能な限り望む場所（在宅や施設など）で生活ができるように、高齢者が住

み慣れた自宅の改造費の助成や低所得者の住まいとして養護老人ホーム等の相談体制

を図ってきました。 

 

≪住宅改造助成事業≫ 

要支援・要介護状態の高齢者等が在宅で生活している世帯に住宅改造に必要な経

費を助成することで、高齢者の在宅での自立生活を支援し、寝たきり防止と介護者

の負担軽減を図ってきました。 

 

≪養護老人ホーム≫ 

身寄りのない高齢者が増えており、在宅での生活が難しくなってきた場合や経済

的理由での相談に応じています。 

  



  各論 
 

77 

 

（２）方向性 

≪住宅改造助成事業≫ 

一人暮らし高齢者の増加により、住宅改修及び改造事業の相談は多くなっていま

す。 

今後は、住宅改修をより効果的に実施するため、理由書の作成者として作業療法

士や福祉住環境コーディネーターが関われるような取組を進めます。 

 

≪養護老人ホーム≫ 

低所得者の支援という面からも、高齢者が安心して暮らせる終の住まいの一つと

して重要な役割を担っていることから、特定施設への転換と個室化を図るため、既

存施設２施設の効率的な運営を含めて検討し、入所環境の改善を目指します。 

 

（３）主な取組 

① 住宅改造助成事業 

事業概要 
在宅での自立促進や寝たきり防止、及び介護者の負担軽減を図るため、住

宅改造を行う経費を助成しています。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

利用者数(人) 3 1 1 3 5 7 

 

② 養護老人ホーム 

事業概要 
環境上や経済上の理由により、在宅での生活が困難な 65歳以上の高齢者が

措置制度として入所する施設です。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

入所定員(人) 100 100 100 100 100 100 

入所者数(人) 91 88 85 100 100 100 
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３ 災害時の緊急対応 

（１）前期までの取組 

緊急時や災害時に備え啓発活動等を行ってきました。 

 

≪介護保険事業所の防災マニュアル整備に関する支援≫ 

介護事業所等の防災マニュアルの整備状況の確認と、必要に応じて助言等を行っ

ています。 

介護認定を受けている方や、障がい手帳を持っている方等、要配慮者を支援する

ための方法等を検討しています。 

 

≪災害時に必要な支援≫ 

災害に関する情報の共有を図り、効率的な対応に努めています。 

 

（２）方向性 

≪介護保険事業所の防災マニュアル整備に関する支援≫ 

防災マニュアルに沿った防災対策の整備を推進します。 

また、介護サービス事業所等が事業所ごとに策定している避難計画等について、

実地指導などの機会を通じて定期的に確認し、必要な助言を行います。 

 

≪災害時に必要な支援≫ 

災害発生時に自ら避難することが困難であり、支援を必要とする避難行動要支援

者については、ケアマネジャーが避難行動要支援者の状況を事前に把握し、医療や

避難所等の状況を共有することで安全な避難につなげます。 
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４ 感染症予防対策の推進 

（１）前期までの取組 

本市では、ウイルス感染拡大防止に向けた取組を関係機関と連携しながら推進して

います。 

 

≪感染症対策マニュアル整備に関する支援≫ 

介護事業所の感染対策マニュアルの作成支援を行いました。 

 

≪感染拡大時に必要な支援や物資の備蓄の確保≫ 

介護保険事業所の資材が不足する場合に対応するため、本市の資材備蓄を実施し

ました。 

感染症対応として、事業所や関係団体に対し感染予防対策に関する情報提供と助

言指導を行いました。 

 

（２）方向性 

≪感染症対策マニュアル整備に関する支援≫ 

介護事業所で感染症が発生した場合に備え、介護事業所間で協力体制の構築を働

きかけていきます。 

 

≪感染拡大時に必要な支援や物資の備蓄の確保等≫ 

本市では、感染症に対応するマスク、消毒液等の衛生用品等の備蓄の確保を行い

ます。 

また、介護事業を対象とした感染症対策研修会を実施することで、感染症に対す

る介護現場の適切な運営につなげます。 

 

≪感染症対策の周知啓発≫ 

介護事業所に向けた国・県からの感染症対策情報の周知に努めます。 
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介護人材の確保とサービスの質の向上 

１ 介護給付費の適正化に向けた市町村支援 

（１）前期までの取組 

高齢化の進展に伴い、介護サービス受給者数や介護サービス事業所数は、今後も増加

していくことが見込まれます。事業を継続的、安定的に実施することで介護給付費の適

正化に努めるとともに、介護サービス事業者が提供するサービスの質の向上に努めて

います。 

 

≪ケアプラン点検≫ 

介護保険のサービスをはじめとした公的なサービス（フォーマルサービス）以外

のインフォーマルサービスの重要性を踏まえ、ケアプランの点検に取り組んできま

した。 

 

≪住宅改修・福祉用具点検≫ 

福祉用具の貸与の必要性について担当者会議での議論の様子を確認することや、

居宅サービス計画書に適切に盛り込まれているか確認するとともに、モニタリング

等で福祉用具の使用状況が適切かどうか確認を行いました。 

 

≪実地指導・集団指導≫ 

介護保険事業者に対して、介護保険法の改正点や市から依頼する事項（新型コロ

ナウイルス感染症対策等）の対応について周知を行い、事業者の育成を図る集団指

導と個別に事業所を訪問し、サービス利用者に対する支援の状況（ケアマネジメン

ト）や事業運営に関する書類の確認を行う実地指導を行いました。 

 

（２）方向性 

≪ケアプラン点検≫ 

今後も、介護保険事業の円滑な運営のために、点検者をノウハウのある事業所へ

委託することにより点検者の人手や技量不足を改善するとともに、インフォーマル

サービスを踏まえたケアプランの適正化を図って行きます。 
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≪住宅改修・福祉用具点検≫ 

平成 30 年度から国が福祉用具の平均額及び上限額を示すこととなっており、平

均額を超えた高額福祉用具利用者の点検を全件実施するよう努めます。 

さらには、点検だけではなく本人の運動機能に合わせた運動の仕方や通いの場へ

つなぐ支援を行うことを検討していきます。 

 

≪実地指導・集団指導≫ 

介護サービス事業所の適切な運営及び保険給付の適正化と、よりよいケアの実現

につなげるため、集団指導・実地指導を実施します。 

 

（３）主な取組 

① 課題整理総括表を活用したケアプラン点検 

事業概要 
ケアプランの点検を行い、個人にとってよりよいサービスが提供できてい

るか点検を実施しています。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

点検割合 2.4 3.4 10.0 10.0 10.0 10.0 

点検件数 37 50 160 160 160 160 

 

② 地域ケア会議等を活用したケアプラン点検 

事業概要 

医療、介護等の専門職をはじめとした多職種が協働し、ケアマネジャー等

が抱える個別事例を検討することで、個別課題解決を図ることを目的として

います。 

また、これらを通じてケアマネジャー等の自立支援に資するケアマネジメ

ント能力の向上を図ります。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

点検月数 2 2 2 12 12 12 

 

③ 高齢者向け住まい入居者のケアプラン点検 

事業概要 
施設に入所されている方のケアプランを点検し、本人に沿ったケアプラン

になっているかの点検を実施します。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

点検割合 4.3 7.9 10.0 10.0 10.0 10.0 

点検件数 7 7 10 10 10 10 
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④ 医療情報突合・縦覧点検の実施 

事業概要 

医療情報との突合・縦覧点検は、システムを活用し医療機関への入退院等

に関する情報収集を行い、介護サービス事業者の請求内容に誤りがないか確

認を行っており、過誤がある場合は、請求内容の変更等を介護サービス事業

者に求めています。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

医療情報突

合点検月数 
12 12 12 12 12 12 

縦覧点検 

月数 
12 12 12 12 12 12 

活用帳票及

びチェック

項目点検項

目数 

全項目 全項目 全項目 全項目 全項目 全項目 

委託による

認定調査の

点検割合 

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

委託による

認定調査の

点検件数 

113 61 30 50 50 50 

 

⑤ 住宅改修・福祉用具点検 

事業概要 

福祉用具の貸与の必要性について担当者会議での議論の様子を確認するこ

とや、居宅サービス計画書に適切に盛り込まれているか確認するとともに、

モニタリング等で福祉用具の使用状況が適切かどうか確認を行います。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

点検割合 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

点検件数 614 533 500 600 600 600 

 

⑥ 給付費の通知送付 

事業概要 
在宅サービス受給者に対して、介護報酬の請求及び費用の給付状況につい

て通知を実施しており、年１回（８月）送付します。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

実施回数 1 1 1 1 1 1 
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２ 施設サービスの基盤整備 

（１）前期までの取組 

本市では、高齢者人口が今後緩やかに減少していくことが予想されることなどから、

大規模な施設整備は行わないこととしてきました。 

 

（２）方向性 

介護に起因する家族等の離職者を無くすなど、介護者の負担軽減と、在宅生活の継続

のため、地域密着型サービス基盤の整備を行います。 

 

（３）主な取組 

① 地域密着型サービス 

事業概要 
本市民で認知症高齢者や要介護高齢者が、住み慣れた地域でいつまでも

生活できるように創設した介護サービスです。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

認知症対応型共同生活介護 

既整備箇所数 9 9 10 10 10 11 

整備量 ―   1 ―   ―   1 ―   

定員総数(人) 90 99 99 99 108 108 

小規模多機能型居宅介護 

既整備箇所数 11 11 12 12 12 12 

整備量 ―   1 ―   ―   ―   ―   

定員総数(人) 292 310 310 310 310 310 

地域密着型老人福祉施設入所者生活介護 

既整備箇所数 1 1 1 1 1 1 

整備量 ―   ―   ―   ―   ―   ―   

定員総数(人) 20 20 20 20 20 20 

  



高齢者福祉計画・介護保険事業計画   
 

84 

 

３ 多様な介護人材の確保・育成 

（１）前期までの取組 

国は、福祉分野の人材不足が続いていることから、多様な人材が福祉分野への参入を

促進することで、仕事の魅力ややりがいを感じてもらい、定着につながるような取組を

推進しています。 

 

≪介護人材育成支援事業≫ 

本市では、独自の取組として、３年以上の勤務が条件で、介護関係の資格取得に

向けた研修会や資格費用の一部を助成する制度を行っています。 

 

（２）方向性 

≪介護人材育成支援事業≫ 

介護職への就業促進のため、今後も継続して支援していくとともに、更なる人材

確保のための制度の構築と周知に努めます。 

 

≪介護職就職支援金貸付事業（令和３年度国新規事業）≫ 

① 未経験者による介護職転職の支援金貸付事業の周知 

国は、介護職の未経験者が福祉分野に就職すると最大 20 万円の支援金を支払う

制度を、令和３年度から創設します。 

福祉分野の未経験者や無資格者が、本市のハローワークを通じた職業訓練などの

介護職員初任者研修を受講し、高齢や障がいの分野で就職し、２年間現場で働くこ

となどの条件を満たせば、返済を免除する仕組みとなります。また、職業訓練期間

中も給付金を支給することで受講しやすい仕組みとなっています。 

本市では事業の周知に努めていきます。 
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② 有資格者の現場復帰による介護職支援貸付事業の周知 

国は、これまで全国で行っていた介護福祉士修学資金等貸付制度の再就職準備金

貸付事業を拡大することで、介護福祉士やホームヘルパー２級、初任者研修修了な

どの介護系の資格（社会福祉士などを除く）を持ち、現場経験が１年以上ある方を

対象として、最大 40 万円の支援金を支払う制度を開始します。 

高齢や障がいの分野で現場に復帰し、２年間現場で働くことなどの条件を満たせ

ば、返済を免除することで、新型コロナウイルス感染症の影響で高齢者施設の業務

が増大し、人手不足が更に深刻化している現場に即戦力となる経験者をつなぐこと

を目指したものとなります。 

本市では事業の周知に努めていきます。 

 

（３）主な取組 

① 介護人材育成支援事業 

事業概要 
本市で介護サービスを提供している事業所に対し、従業員の介護資格取得

のための研修会や資格試験の費用を一部助成します。 

 第 7期計画の実績値 第 8期計画の計画値 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

受講者数(人) 15 7 5 45 45 45 
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第２章 介護保険事業量の推計 

認定者等の推移と予測 

１ 認定者の状況と今後の予測 

認定者は、平成 30 年度に 3,850 人となっていましたが、令和２年度は 3,769 人（81

人の減少）となっています。 

今後の予測は、令和５年度に 3,811 人となり、令和２年度と比較して 42 人の増加と

なります。 

さらに、令和７年度には 3,779 人となると予測されます。 

 

 

 

 

 

  

272 283 282 284 284 284 283 295 302 292
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２ 前期計画の実績 

（１）前期介護保険事業計画の実績について 

総給付費は、平成 30 年度の 5,304 百万円から、令和２年度は 5,726 百万円とな

り、422 百万円増加（平成 30 年度比 108％）となります。 

給付費のサービス種類別内訳では、平成 30 年度比で、居宅サービスは 99％、居

住系サービスは 127％、施設サービスは 118％となります。 

 

 
 

  

H30 R1 前年比 R2 前年比 前々年比

2,875,336 2,849,693 99.1% 2,839,355 99.6% 98.7%

312,419 392,571 125.7% 398,154 101.4% 127.4%

2,116,005 2,279,557 107.7% 2,488,318 109.2% 117.6%

5,303,760 5,521,820 104.1% 5,725,827 103.7% 108.0%総計（千円）

居宅サービス（千円）

居住系サービス（千円）

施設サービス（千円）
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介護保険サービスの量の見込みと確保策 

介護保険サービスについては、令和７（2025）年を見据えた介護保険事業計画の策定

(地域包括ケア計画、中長期的な推計)に対応した視点を持ちつつ、保険者として持続的

な事業運営を図るとともに、被保険者個々の保険料負担の上に成立している制度とし

て、公平で質の高いサービスを提供するための取組が求められています。 

また、介護予防・日常生活支援総合事業の開始に伴い、介護予防訪問介護サービスと

介護予防通所介護サービスの当該年度の見込みについては、介護保険事業費ではなく

地域支援事業費に見込んでいます。 

なお、ここで使用している介護保険に関する各種データは、国の示した「地域包括ケ

ア見える化システム」を用いて算出したデータとなります。 
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１ 居宅サービス 

（１）訪問介護・介護予防訪問介護（ホームヘルプ） 

ホームヘルパーが自宅を訪問して、入浴・排せつ・食事などの介護や、家事など

の日常生活の援助を行います。 

 

（２）訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護 

浴槽を積んだ入浴車などで自宅を訪問して、入浴の介助を行います。 

  

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

給付費（千円） 297,619 308,764 324,237 335,464 337,951 336,387

人数（人/月） 504 518 513 524 525 526

介護
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千円 人

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

給付費（千円） 12,388 16,078 21,592 24,487 25,426 26,595

人数（人/月） 19 20 20 24 25 26

給付費（千円） 8 0 0 29 29 29

人数（人/月） 1 0 0 1 1 1
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（３）訪問看護・介護予防訪問看護 

主治医の指示に基づいて看護師などが自宅を訪問して、療養上の世話や手当てを

行います。 

 

（４）訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション 

主治医の指示に基づいて作業療法士（ＯＴ）や理学療法士（ＰＴ）が自宅を訪問

して、普段の生活に必要なリハビリを提供するサービスを行います。 

  

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

給付費（千円） 52,638 56,328 54,958 56,645 57,529 58,459

人数（人/月） 115 117 116 120 122 124

給付費（千円） 5,223 5,285 6,041 6,735 7,058 7,381

人数（人/月） 16 17 21 23 24 25
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平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

給付費（千円） 13,804 13,695 13,528 14,602 16,823 19,043

人数（人/月） 35 32 26 33 38 43

給付費（千円） 1,023 1,062 1,431 1,687 1,687 1,687

人数（人/月） 3 3 6 5 5 5
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（５）居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導 

通院が困難な方に対し、医師・歯科医師・薬剤師・管理栄養士・歯科衛生士など

が自宅を訪問して、療養上の世話や指導を行います。 

 

（６）通所介護・介護予防通所介護（デイサービス） 

デイサービスセンターに通って、食事・入浴の提供やレクリエーションなどを通

じた機能訓練を行います。 

  

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

給付費（千円） 11,538 13,840 14,509 14,352 14,429 14,634

人数（人/月） 116 119 126 137 138 140

給付費（千円） 634 409 396 690 690 690

人数（人/月） 5 4 6 7 7 7
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千円 人

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

給付費（千円） 699,971 679,896 667,724 697,539 702,678 708,090

人数（人/月） 713 708 666 710 715 720
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（７）通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション（デイケア） 

医療施設に通って、食事・入浴の提供や心身機能の維持回復の機能訓練を行いま

す。 

 

（８）短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護（ショートステイ） 

施設などに短期間入所し、食事・入浴・排せつ、その他日常生活の介護や機能訓

練を行います。 

  

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

給付費（千円） 331,539 339,746 329,794 349,686 354,799 359,530

人数（人/月） 370 383 347 385 390 395

給付費（千円） 53,587 55,041 55,217 56,831 57,294 57,756

人数（人/月） 137 142 142 148 149 150
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平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

給付費（千円） 153,267 148,612 131,650 152,987 157,627 162,268

人数（人/月） 174 170 136 170 175 180

給付費（千円） 977 853 557 1,081 1,397 1,713

人数（人/月） 4 4 1 4 5 6
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（９）短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護（老健） 

医療施設などに短期間入所し、食事・入浴・排せつ、その他日常生活の介護や看

護・機能訓練を行います。 

 

（１０）短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護（病院等） 

病院などに短期間入所し、食事・入浴・排せつ、その他日常生活の介護や機能訓

練を行います。 

  

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

給付費（千円） 49,034 47,195 45,680 48,886 49,851 51,935

人数（人/月） 54 51 45 52 53 55

給付費（千円） 91 502 418 418 418 418

人数（人/月） 1 1 1 1 1 1
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平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

給付費（千円） 6,554 6,075 6,308 8,176 8,176 8,176

人数（人/月） 6 6 7 9 9 9

給付費（千円） 45 174 0 319 319 319

人数（人/月） 1 1 0 1 1 1
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（１１）短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護（介護医療院） 

介護医療院などに短期間入所し、食事・入浴・排せつ、その他日常生活の介護や

機能訓練を行います。 

現在、本市内には事業所がなく、本計画期間中の見込みはありません。 

 

 

 

（１２）福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与 

心身の機能が低下した人に、車いす・特殊寝台・体位変換器・歩行補助杖・歩行

器・徘徊感知器・移動用リフトなど、日常生活を助ける用具を貸与します。 

  

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

給付費（千円） 123,636 128,362 129,319 128,796 130,542 131,544

人数（人/月） 1,034 1,043 1,046 1,067 1,082 1,090

給付費（千円） 11,652 11,581 13,196 12,765 12,867 12,919

人数（人/月） 239 234 243 248 250 251
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（１３）特定福祉用具販売・特定介護予防福祉用具販売 

在宅生活に支障がないよう、入浴や排せつに用いる福祉用具を利用し日常生活上

の便宜を図り、家族の介護の負担軽減などを目的として実施します。 

 

（１４）住宅改修 

在宅生活に支障がないよう、手すりの取付け・段差解消・扉の交換・洋式便器へ

の取り替えなど、小規模な住宅改修をする目的として実施します。 

  

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

給付費（千円） 4,344 3,893 4,508 4,635 4,907 5,154

人数（人/月） 16 15 16 17 18 19

給付費（千円） 1,626 1,471 2,724 2,945 2,945 2,945

人数（人/月） 6 6 9 10 10 10
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千円 人

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

給付費（千円） 16,425 11,674 10,363 12,594 13,523 14,507

人数（人/月） 18 13 11 14 15 16

給付費（千円） 9,694 10,714 7,716 9,570 10,513 11,473

人数（人/月） 11 10 7 10 11 12

予防
給付

介護
給付

0

5

10

15

20

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H30 R1 R2 R3 R4 R5

住宅改修費

予防給付額 介護給付額 予防人数 介護人数

千円 人



高齢者福祉計画・介護保険事業計画   
 

96 

 

（１５）特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護 

有料老人ホームなどで、入浴・排せつ・食事、その他日常生活上の世話や機能訓

練を行います。 

 

（１６）居宅介護支援・介護予防支援 

「居宅介護支援（介護予防支援）」は、要介護者がサービス（施設を除く）を利

用する際に、居宅サービス計画（ケアプラン）を作成します。 

  

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

給付費（千円） 48,799 124,349 118,175 135,834 135,834 211,301

人数（人/月） 22 57 53 62 62 95

給付費（千円） 218 1,851 2,031 2,823 2,823 4,705

人数（人/月） 1 2 2 3 3 5
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千円 人

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

給付費（千円） 249,945 247,996 246,226 251,583 251,779 251,932

人数（人/月） 1,500 1,504 1,468 1,505 1,506 1,507

給付費（千円） 16,915 17,136 17,913 18,034 18,087 18,141

人数（人/月） 319 324 337 340 341 342
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２ 地域密着型サービス 

地域密着型サービスについては、高齢者が要介護（要支援）状態となっても、できる

限り住み慣れた地域での生活を継続できるようにするため、日常生活圏域を基本的な

枠組みとして、サービス事業者の指定をすることになります。 

 

 

（１）定期巡回・随時対応サービス 

介護サービス事業所が定期的に巡回して利用者に短時間の訪問サービスを提供

するほか、24 時間 365 日体制で相談できる窓口を設置し随時の対応も行うサービ

スです。 

 

  

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

給付費（千円） 4,538 5,496 5,143 9,738 9,738 9,738

人数（人/月） 2 3 2 4 4 4
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（２）夜間対応型訪問介護 

夜間の定期的な巡回訪問や、通報に応じて介護福祉士などに来てもらう介護サー

ビスです。 

現在、本市内には事業所がなく、本計画期間中の見込みはありません。 

 

 

 

（３）認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護 

認知症の高齢者がデイサービスセンターなどに通い、機能訓練などを行います。 

 

  

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

給付費（千円） 28,373 29,459 22,315 33,863 35,254 36,646

人数（人/月） 24 25 18 25 26 27

給付費（千円） 89 492 0 926 926 926

人数（人/月） 1 1 0 1 1 1
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（４）小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護 

通所を中心に、利用者や家庭の状況に応じて、訪問や泊まりを組み合わせたサー

ビスや機能訓練を行います。 

 

（５）認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護 

安定状態にある認知症高齢者等が共同生活をしながら、日常生活の世話や機能訓

練などを行います。 

  

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

給付費（千円） 520,756 484,008 501,441 541,922 543,395 546,177

人数（人/月） 220 213 228 234 235 236

給付費（千円） 11,802 10,772 8,833 11,467 11,467 11,467

人数（人/月） 16 15 11 16 16 16
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千円 人

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

給付費（千円） 263,403 266,371 277,947 299,856 327,172 327,172

人数（人/月） 89 89 90 99 108 108

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0

人数（人/月） 0 0 0 0 0 0
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（６）地域密着型特定施設入居者生活介護 

地域密着型特定施設での入浴・排せつ・食事等の介護など、日常生活上のお世話

や機能訓練を行うサービスです。 

現在、本市内には事業所がなく、本計画期間中の見込みはありません。 

 

 

 

（７）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

定員 29 人までの小規模な介護老人福祉施設で、入浴・排せつ・食事等の介護な

ど日常生活上のお世話や機能訓練を行うサービスです。 

 

  

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

給付費（千円） 64,738 68,244 71,430 71,235 71,235 71,235

人数（人/月） 19 20 20 20 20 20

介護
給付

0

5

10

15

20

25

0

20,000

40,000

60,000

80,000

H30 R1 R2 R3 R4 R5

地域密着型介護老人福祉施設

介護給付額 介護人数

千円 人



  各論 
 

101 

 

（８）看護小規模多機能型居宅介護 

「通い」「泊まり」「訪問」の３種類のサービスと「訪問看護」サービスを、介護

と看護の両面から柔軟に組み合わせて提供します。 

現在、本市内には事業所がなく、本計画期間中の見込みはありません。 

 

 

 

（９）地域密着型通所介護 

定員 18 人以下の小規模のデイサービスセンターに通って、食事・入浴の提供や

レクリエーションなどを通じた機能訓練を行います。 

 

 

  

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

給付費（千円） 185,599 193,081 196,075 216,433 227,930 239,427

人数（人/月） 178 175 167 188 198 208
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３ 施設サービス 

施設介護サービスについては、県と連携して、介護保険事業（支援）計画に沿った適

切な基盤整備に努めるとともに、個室・ユニットケア化を進めるなど、多様な住まいの

普及に引き続き取り組みます。 

また、制度改正により、特別養護老人ホームの新規入所者については、中重度者への

重点化が求められ、入所を原則要介護３以上とし、要介護１・２は特例的な対応が必要

な場合に限るとされています。 

そのため、施設入所者の対応については、国の指針等に基づき、公平公正な判定を行

うとともに、既存の施設利用者の重度者への重度化予防にも、引き続き取り組んでいき

ます。 

なお、平成 30 年４月に「介護医療院」が創設されるとともに、介護療養型医療施設

に関する経過措置の期限は令和６年３月末まで延長されており、介護療養型医療施設

についてはこの期間内に介護医療院などの施設への移行等が必要になります。 

しかし、医療ニーズの高い中重度要介護の増大や慢性疾患、認知症を有する高齢者の

増加が見込まれる中で、介護療養型医療施設の担う、要介護高齢者の看取りやターミナ

ルケアを中心とした長期療養といった機能が今後ますます重要となると考えられるこ

とから、介護療養型医療施設の転換に伴う、施設サービス量の見込みについては、国の

動向を踏まえ柔軟な対応を行うこととします。 
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（１）介護老人福祉施設 

介護が必要で、自宅での介護が難しい方が入所し、食事・入浴・排せつなどの介

助、機能訓練、健康管理などを行う施設サービスです。 

 

 

（２）介護老人保健施設 

病状が安定しており、看護や介護に重点を置いたケアが必要な方が入所し、医学

的な管理のもとでの介護、機能訓練、日常生活の介助などを行う施設サービスです。 

  

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

給付費（千円） 1,095,673 1,152,923 1,225,078 1,266,326 1,275,714 1,294,507

人数（人/月） 359 369 384 406 409 415
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平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

給付費（千円） 851,955 952,040 964,904 970,593 980,603 984,033

人数（人/月） 261 282 276 286 289 290
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（３）介護医療院 

「介護医療院」は、介護療養型医療施設からの新たな転換先（新介護保険施設）

として創設されたもので、急性期は脱して全身状態は安定しているものの、まだ自

宅へ退院できる状態ではなく、継続的な治療が必要なため、長期入院をする方に向

けた施設サービスです。 

 

（４）介護療養型医療施設 

急性期の治療が終わって、長期の療養が必要な方が入所し、医療、療養上の管理、

看護などを行う施設サービスです。 

  

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

給付費（千円） 2,606 37,963 179,136 228,088 268,648 299,186

人数（人/月） 1 7 39 45 53 59

介護
給付

0

10

20

30

40

50

60

70

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

H30 R1 R2 R3 R4 R5

介護医療院

介護給付額 介護人数

千円 人

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

給付費（千円） 101,032 68,387 28,663 29,562 29,562 29,562

人数（人/月） 24 16 7 7 7 7
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第３章 介護保険事業に係る費用と保険料の算出 

介護保険事業費の算出 

１ 事業費算出の流れ 

介護保険事業費及び第１号被保険者保険料は、計画期間における第１号被保険者

数及び要介護（支援）認定者数の見込み、さらに、介護保険サービス及び地域支援

事業に係る費用見込み等をもとに算定します。 

要介護（支援）認定者に対する保険給付サービス費に加え、それ以外の高齢者全

般に対する施策を含む地域支援事業が創設され、その事業費についても介護保険サ

ービスと同様に第１号被保険者（65 歳以上の高齢者）の介護保険料を活用するこ

ととされました。 

介護保険給付の費用は、50％が公費負担、残りの 50％が第１号被保険者と第２号

被保険者による保険料負担となります。 

なお、第１号被保険者の保険料負担割合は 23.0％に据え置きとなっています。 

 

  国 県 市町村 
第 1 号 

被保険者 

第 2 号 

被保険者 

居宅給付費 25.0% 12.5% 12.5% 23.0% 27.0% 

施設給付費 20.0% 17.5% 12.5% 23.0% 27.0% 

介護予防事業 25.0% 12.5% 12.5% 23.0% 27.0% 

包括的支援事業・任意事業 38.5% 19.25% 19.25% 23.0% - 
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２ 事業費の見込み 

（１）予防給付費 

予防給付費は、計画期間における、要支援１～２認定者に対する介護保険サービ

ス供給量の見込みを基に算出しています。        単位：千円 

 

  

令和3年度 令和4年度 令和5年度

95,893 98,040 102,035

介護予防訪問介護 0 0 0

介護予防訪問入浴介護 29 29 29

介護予防訪問看護 6,735 7,058 7,381

介護予防訪問リハビリテーション 1,687 1,687 1,687

介護予防居宅療養管理指導 690 690 690

介護予防通所介護 0 0 0

介護予防通所リハビリテーション 56,831 57,294 57,756

介護予防短期入所生活介護 1,081 1,397 1,713

介護予防短期入所療養介護（老健） 418 418 418

介護予防短期入所療養介護（病院等） 319 319 319

介護予防短期入所療養介護(介護医療院) 0 0 0

介護予防福祉用具貸与 12,765 12,867 12,919

特定介護予防福祉用具購入費 2,945 2,945 2,945

介護予防住宅改修 9,570 10,513 11,473

介護予防特定施設入居者生活介護 2,823 2,823 4,705

12,393 12,393 12,393

介護予防認知症対応型通所介護 926 926 926

介護予防小規模多機能型居宅介護 11,467 11,467 11,467

介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0 0

18,034 18,087 18,141

126,320 128,520 132,569

（１）介護予防サービス

（２）地域密着型介護予防サービス

（３）介護予防支援

合計
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（２）介護給付費 

介護給付費は、計画期間における、要介護１～５認定者に対する介護保険サービ

ス供給量の見込みを基に算出しています。        単位：千円 

  

令和3年度 令和4年度 令和5年度

1,984,683 2,010,095 2,107,623

訪問介護 335,464 337,951 336,387

訪問入浴介護 24,487 25,426 26,595

訪問看護 56,645 57,529 58,459

訪問リハビリテーション 14,602 16,823 19,043

居宅療養管理指導 14,352 14,429 14,634

通所介護 697,539 702,678 708,090

通所リハビリテーション 349,686 354,799 359,530

短期入所生活介護 152,987 157,627 162,268

短期入所療養介護（老健） 48,886 49,851 51,935

短期入所療養介護（病院等） 8,176 8,176 8,176

短期入所療養介護(介護医療院) 0 0 0

福祉用具貸与 128,796 130,542 131,544

特定福祉用具購入費 4,635 4,907 5,154

住宅改修費 12,594 13,523 14,507

特定施設入居者生活介護 135,834 135,834 211,301

1,173,047 1,214,724 1,230,395

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 9,738 9,738 9,738

夜間対応型訪問介護 0 0 0

地域密着型通所介護 216,433 227,930 239,427

認知症対応型通所介護 33,863 35,254 36,646

小規模多機能型居宅介護 541,922 543,395 546,177

認知症対応型共同生活介護 299,856 327,172 327,172

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 71,235 71,235 71,235

看護小規模多機能型居宅介護 0 0 0

2,494,569 2,554,527 2,607,288

介護老人福祉施設 1,266,326 1,275,714 1,294,507

介護老人保健施設 970,593 980,603 984,033

介護医療院 228,088 268,648 299,186

介護療養型医療施設 29,562 29,562 29,562

251,583 251,779 251,932

5,903,882 6,031,125 6,197,238

（３）施設サービス

（４）居宅介護支援

合計

（２）地域密着型サービス

（１）居宅サービス
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３ その他の給付等の見込み 

（１）標準給付費 

 

 

（２）地域支援事業費 

 
 

（３）財政安定化基金 

 

 

  

令和3年度 令和4年度 令和5年度

総給付費（円） 6,030,202,000 6,159,645,000 6,329,807,000

特定入所者介護サービス費等給付額（円） 202,414,928 188,718,142 188,917,372

高額介護サービス費等給付額（円） 116,499,358 116,325,782 116,447,367

高額医療合算介護サービス費等給付額（円） 7,371,174 7,392,422 7,400,149

算定対象審査支払手数料（円） 5,496,350 5,512,186 5,517,958

標準給付費見込額（円） 6,361,983,810 6,477,593,532 6,648,089,846

令和3年度 令和4年度 令和5年度

介護予防・日常生活支援総合事業費 218,770,000 229,388,000 243,888,000

包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）
及び任意事業費 88,429,000 91,553,000 95,502,000

包括的支援事業（社会保障充実分） 14,270,000 14,270,000 14,270,000

地域支援事業費（円） 321,469,000 335,211,000 353,660,000

Ｒ３～５

財政安定化基金拠出金（円） 0

　　　財政安定化基金拠出率（%） 0

財政安定化基金償還金（円） 0
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（４）準備基金の残高と取崩額 

 

 

（５）市町村特別給付費等 

 

 

（６）予定保険料収納率 

 

 

  

Ｒ３～５

準備基金の残高（令和２年度末）（円） 201,826,728

準備基金取崩額（第８期）（円） 118,700,000

令和3年度 令和4年度 令和5年度

市町村特別給付費等（円） 31,400,000 31,400,000 31,400,000

Ｒ３～５

予定保険料収納率（%） 98.0%
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介護保険料の算出 

１ 第１号被保険者の介護保険料基準額の算出 

  

標準給付費見込額

＋

地域支援事業費

＝

介護保険事業費見込額

×

第１号被保険者負担割合

＝

第１号被保険者負担分相当額

＋

調整交付金相当額

－

調整交付金見込額

＋

財政安定化基金償還金

－

財政安定化基金取崩による交付額

－

準備基金取崩額

＋

市町村特別給付費等

＝

保険料収納必要額

÷

予定保険料収納率

÷

所得段階別加入割合補正後第１号被保険者数（３年間）

＝

年額保険料

÷

12 か月

＝

月額保険料（基準額）

（参考）前期の月額保険料（基準額）

6,560

5,560

98.0%

53,082

78,719

118,700,000

94,200,000

4,095,008,312

1,604,019,000

0

0

23.0%

4,714,541,653

1,008,985,659

19,487,667,188

1,010,340,000

20,498,007,188
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２ 所得段階に応じた保険料額の設定 

第１号被保険者の介護保険料基準額に対して、準備基金を取り崩し、保険料に充当す

ることにより、介護保険料基準月額を設定し、更に所得段階に応じた保険料設定を以下

のとおり行います。 

 

 

 

 

  

令和3年度 令和4年度 令和5年度 負担割合

第１段階 3,280円 3,280円 3,280円 0.50

第２段階 4,592円 4,592円 4,592円 0.70

第３段階 4,920円 4,920円 4,920円 0.75

第４段階 5,576円 5,576円 5,576円 0.85

第５段階 6,560円 6,560円 6,560円 1.00

第６段階 7,872円 7,872円 7,872円 1.20

第７段階 8,528円 8,528円 8,528円 1.30

第８段階 9,840円 9,840円 9,840円 1.50

第９段階 11,152円 11,152円 11,152円 1.70
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令和７（2025）年のサービス水準等の推計 

１ 令和７（2025）年のサービス水準等の推計 

団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年に向けた「地域包括ケア計画」として計画

的・段階的に進めていくことで、どのように地域包括ケアシステムを作っていくの

か、令和７（2025）年を見据えて中長期的にサービス水準等について推計しました。 

 

 

 

 

 

 

2,116 2,279 2,461 2,566 2,626 2,679 2,696

313
393 403 438 466 543 528

2,875
2,850 2,838

3,026 3,068 3,108 3,085

5,304
5,522 5,702

6,030 6,160 6,330 6,309

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R7

施設サービス 居住系サービス 在宅サービス（百万円）

令和3年度 令和4年度 令和5年度

6,030,202 6,159,645 6,329,807

在宅サービス 3,025,885 3,068,054 3,108,106

居住系サービス 438,513 465,829 543,178

施設サービス 2,565,804 2,625,762 2,678,523

総給付費
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第３部 資料編 

１ 計画策定の経過 

計画の策定については、広く市民の皆様の意見が反映されるように、介護保険被保険

者や公募市民、学識経験者、医療関係者、社会福祉関係者等で構成する「山鹿市高齢者

福祉計画・介護保険事業計画策定委員会」を設置して、策定作業にあたりました。 

また、令和２年 12 月 25 日から令和３年１月 25 日まで、パブリックコメントを実施

し、第８期計画について、広く市民の皆様からの意見を求めました。 

 

 

〔策定委員会経過〕 

 期日 議題 

第１回 

令和２年８月 25 日（火） 

※新型コロナウイルス感染

症拡大防止のため書面会

議 

・高齢者福祉・介護保険事業計画について 

・地域包括見える化システム等を活用した分

析結果等 

・日常生活圏域ニーズ調査について 

第２回 令和２年 10 月 12 日（月） ・介護保険事業量の推計について 

第３回 令和２年 11 月 16 日（月） 
・第８期計画素案の説明及び検討 

・保険料の検討 

第４回 令和２年 12 月８日（火） 
・第８期計画素案の説明及び検討 

・保険料の検討 

第５回 令和３年２月●●日（●） 
・第８期計画案の承認 

・保険料の承認 

 

〔パブリックコメント手続〕 

区分 内容等 

案件名 第８期山鹿市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画 

公表場所 市ホームページ、山鹿市役所本庁１階ロビー、各市民センター 

募集期間 令和２年 12 月 25 日から令和３年１月 25 日まで 

実施結果 ●●件 
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２ 山鹿市高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定委員会の関係条例等 

※関係条文抜粋。 

〇山鹿市附属機関設置条例 

(趣旨) 

第 1 条 この条例は、法律又は他の条例に定めるもののほか、地方自治法(昭和 22

年法律第 67 号)第 138 条の 4 第 3 項及び第 202 条の 3 第 1 項並びに地方公営企

業法(昭和 27 年法律第 292 号)第 14 条の規定に基づき、市長、教育委員会及び公

営企業管理者並びに法律の定めるところにより本市に執行機関として置かれる

委員会及び委員(以下「執行機関等」という。)の附属機関の設置に関し必要な事

項を定めるものとする。 

(設置) 

第 2 条 本市に、別表各号に掲げる執行機関等の附属機関として、当該各号の表の

左欄に定める附属機関を置く。 

2 前項の附属機関は、それぞれ別表各号の表の右欄に定める事務をつかさどる。 

3 前 2 項に定めるもののほか、執行機関等は、規則、教育委員会規則、企業管理

規程その他委員会の規程(次条において「規則等」という。)で定めるところによ

り、その附属機関として次に掲げるものを置くことができる。ただし、設置期間

が 1年以内のものに限る。 

(1) 契約の相手方の選定に関し必要な審査又は審議をするもの 

(2) 災害、事故その他の臨時に生じた行政課題への対処に関し必要な調査又は

審議をするもの 

(委任) 

第 3 条 この条例に定めるもののほか、附属機関の組織及び運営に関し必要な事項

は、規則等で定める。 

附 則 抄 

(施行期日) 

第 1 条 この条例は、令和 2年 4月 1 日から施行する。 

別表(第 2条関係) 

(1) 市長 

高 齢 者 福 祉 計

画・介護保険事

業計画策定委員

会 

老人福祉法(昭和 38 年法律第 133 号)第 20 条の 8 第 1 項に規

定する市町村老人福祉計画及び介護保険法(平成 9 年法律第

123 号)第 117 条第 1 項に規定する市町村介護保険事業計画の

策定及び推進に関し必要な事項について審議すること。 
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○山鹿市附属機関に関する規則 

(趣旨等) 

第 1 条 この規則は、山鹿市附属機関設置条例(令和 2年山鹿市条例第 1号)その

他の条例の定めるところにより市長の附属機関として設置される附属機関(以

下「審議会等」という。)の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

2 審議会等に関しこの規則に規定する事項について、法令、条例、規則その他 

の規程に特別の定めがある場合は、その定めるところによる。 

(組織) 

第 2 条 審議会等は、それぞれ別表第 2欄に掲げる委員その他の構成員で組織す

る。 

2 前項の委員その他の構成員(以下「委員等」という。)は、それぞれ別表第 3欄

に掲げる者その他その審議会等の所掌事務の遂行のために市長が必要と認め

る者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。 

(委員等の任期等) 

第 3 条 委員等の任期は、それぞれ別表第 4欄に掲げる期間とする。ただし、補

欠の委員等の任期は、前任者の残任期間とする。 

2 委員等が委嘱又は任命をされたときの要件を欠くに至ったときは、その委員

等は、解嘱され、又は解任されるものとする。 

3 委員等は、再任されることができる。 

4 委員等は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その職を退いた

後も、同様とする。 

(会長、副会長等) 

第 4 条 審議会等にそれぞれ別表第 5欄に掲げる職を置き、委員等の互選により

定める。 

2 会長又は委員長(以下「会長等」という。)は、会務を総理し、審議会等を代表

する。 

3 副会長又は副委員長は、会長等を補佐し、会長等に事故があるとき、又は会長

等が欠けたときは、その職務を代理する。 

(会議) 

第 5 条 審議会等の会議は、会長等が招集する。ただし、任期最初の会議は、市

長が招集する。 

2 会長等は、会議の議長となる。 

3 審議会等は、委員等の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができな

い。 

4 審議会等の議事は、出席した委員等の過半数で決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。 

5 特定の個人又は法人その他の団体に関する審査、調査、選考等を行う審議会
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等の会議は、原則公開しない。 

(意見の聴取等) 

第 6 条 会長等は、必要があると認めるときは、委員等以外の者に対し、会議へ

の出席を求め、その意見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

(部会等) 

第 7 条 審議会等の所掌事務のうち専門の事項の調査又は検討をさせるため、審

議会等に部会、分科会等を置くことができる。 

2 前項の部会、分科会等の構成員に委員等以外の者を充てる場合における当該

構成員は、その所掌事務の遂行のために市長が必要と認める者のうちから、市

長が委嘱し、又は任命する。 

3 第 3 条第 4 項の規定は、前項の規定により委員等以外の者から充てられた構

成員について準用する。 

(専門委員及び特別委員) 

第 8 条 専門又は特別の事項を調査審議させるために必要があるときは、審議会

等に専門委員又は特別委員を置く。 

2 専門委員及び特別委員は、当該専門又は特別の事項に関して優れた識見を有

する者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。 

3 専門委員及び特別委員は、当該専門又は特別の事項に関する調査審議が終了

したときは、解嘱され、又は解任されるものとする。 

4 第 3 条第 4項の規定は、専門委員及び特別委員について準用する。 

(庶務) 

第 9 条 審議会等の庶務は、それぞれ別表第 6 欄に掲げる部署において処理す

る。 

(委任) 

第 10 条 この規則に定めるもののほか、審議会等の組織に関し必要な事項は、

市長が別に定め、審議会等の運営に関し必要な事項は、市長が別に定めるもの

のほか、審議会等が定める。 

附 則 

この規則は、令和 2年 4月 1日から施行する。 

別表(第 2条―第 4条、第 9条関係) 

審議会等の

名称 

構成 委員の基準 任期 職 庶務 

高齢者福祉

計画・介護

保険事業計

画策定委員

会 

委 員

30 人

以内 

(1) 学識経験を有する者 

(2) 社会福祉事業の関係者 

(3) 医療機関の関係者 

(4) 介護保険被保険者 

(5) 公募による者 

3 年 委員長

及び副

委員長

1人 

福祉部

長寿支

援課 
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３ 計画・介護保険事業計画策定委員会委員名簿 

策定委員会名簿 

 氏名 区分 所属 役職 

委員長 福本 久美子 学識経験者 九州看護福祉大学 
看 護 学 科

教授 

副委員

長 
幸村 克典 

医療関係者 

鹿本医師会 会長 

委員 宮坂 圭太 山鹿市歯科医師会 会長 

委員 江上 祥一 山鹿地区薬剤師会 会長 

委員 南 道昭 熊本県看護協会鹿本支部 支部理事 

委員 阿蘇品 宗馗 

社会福祉関

係者 

山鹿市民生委員・児童委員連絡

協議会 
会長 

委員 稗島 直博 山鹿市社会福祉協議会 事務局長 

委員 松岡 聖子 特別養護老人ホーム 矢筈荘 施設長 

委員 吉田 善亮 介護老人保健施設 太陽 
事 務 長 代

行 

委員 八木田 達博 
山鹿むつみ福祉会（養護老人ホ

ーム） 

理事・総合

施設長 

委員 本田 裕志 
山鹿市小規模多機能型居宅介

護事業所連絡協議会 
副会長 

委員 安谷 美智子 
くたみ渋うちわ会（介護予防拠

点） 
副理事長 

委員 中満 重明 
熊本県介護支援専門員協会鹿

本支部 
支部長 

委員 太田黒 賢策 
平成会（介護保険サービス事業

所） 
施設長 

委員 福島 崇實 
山鹿市ボランティア連絡協議

会 
会長 

委員 野中 広弥 

介護保険被

保険者 

山鹿市区長協議会連合会 会長 

委員 松尾 和子 山鹿市地域婦人会連絡協議会 会長 

委員 鬼木 浩一郎 山鹿市老人クラブ連合会 事務局長 

委員 中原 精子 公募市民 ― 

委員 田中 由紀 公募市民 ― 
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４ 用語の解説 

用語 解説 

アセスメント 

ケアプランの作成にあたって、利用者について、その有する能力、既に提供を受け

ているサービスなど、その置かれている環境等の評価を通じて、利用者が現に抱え

る問題点を明らかにし、利用者が自立した日常生活を営むことができるよう支援す

る上で、解決すべき課題を把握すること。 

NPO（Non Profit 
Organization） 

非営利組織。政府や私企業とは独立した存在として、市民・民間の支援のもとで社

会的な公益活動を行う組織や団体のこと。ボランティアグループや市民団体など、

非営利活動を目的とする団体に法人格を与え、市民の社会貢献活動を促進するため

に、平成 10 年に「ＮＰО法（特定非営利活動促進法）」が制定された。 

ＭＣＩ（ Mild 
Cognitive 
Impairment） 

ＭＣＩは軽度認知障害と略され、認知症の前の段階で認知機能の低下がみられる状

態であるが、現状では認知症とされるほどではなく、日常生活に困難をきたすほど

ではない状態。 

介護給付費 

介護保険サービスの提供に関して保険財政から支出される費用またはその総額のこ

と。介護保険サービス費は、基本的にその１割を利用者が自己負担し、残りの９割

は保険給付される。財源としては、半分を被保険者が保険料として負担し、残りの

半分を公費で賄っている。 

介護サービス／
介護予防サービ
ス 

介護サービスとは、広義では介護保険サービス全般を指し、狭義では要介護１～５

の認定者向けのサービスを指す。また、介護予防サービスとは、要支援１～２の認

定者向けのサービスを指す。 

介護認定審査会 

要支援・要介護認定の審査判定を行うために設置される市町村の附属機関。保健・

医療・福祉の専門家により構成され、認定調査の結果や主治医意見書などを資料に、

介護の要否やその程度及びその有効期間について審査及び判定を行う。また判定に

際して、サービス提供上の留意事項等の意見を付すことができる。 

介護福祉士 

社会福祉士及び介護福祉士法に基づく国家資格。身体上または精神上の障害がある

ことにより、日常生活を営むのに支障がある者に対して、心身の状況に応じた介護

を行い、またその者及びその介護者に対して介護に関する指導を行う。英語名はケ

アワーカー。 

介護予防・日常
生活支援総合事
業 

地域の実情に応じ、多様なマンパワーや社会資源の活用などを図りながら、要支援

者や介護予防事業対象者に対して、介護予防や配食・見守りなどの切れ目のない総

合サービスを提供することができる事業。 

基本チェックリ
スト 

二次予防事業対象者を把握するための生活機能評価において用いられる調査票。介

護の原因となりやすい生活機能低下の危険性がないかどうかという視点で、運動、

口腔、栄養、物忘れ、うつ症状、閉じこもりなどの全 25 項目について、「はい／い

いえ」で回答する。 
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用語 解説 

居住系サービス 

認知症対応型共同生活介護や特定施設入居者生活介護のサービスを指す。「介護を受

けながら住み続けられる住まい」として位置づけられており、その施設整備につい

ては、施設サービスと同様に介護保険事業計画に基づいて行われる。 

居宅 

介護保険上の法律用語。自宅に限らず広く住まいとする場所のことを指す。ただし

「自宅」「在宅」「居宅」「居住系」といった用語の定義は、介護保険上で明確に区分

されてはいない。 

居宅介護支援
事業所 

要介護認定等、各種申請や介護サービスを利用する際に、窓口となる事業所で、ケ

アプランを作成し、適切なサービスが受けられるように、提供事業者と連絡・調整

を行う機関を指す。 

居宅サービス 
デイサービスやデイケア、ショートステイなど、居宅を起点として利用する介護サ

ービスの総称。在宅サービスと表現した場合は、広義で地域密着型サービスを含む。 

ケアプラン（介
護サービス計
画） 

利用者が介護サービス等を適切に利用できるよう、また、その利用が利用者本人の

自立した日常生活に資するよう、利用するサービスの種類や回数などを定めた計画

のこと。ケアマネジャーによるケアマネジメントのもと作成される。在宅の場合は

「居宅サービス計画」または「介護予防サービス計画」、施設の場合は「施設サービ

ス計画」という。 

ケアマネジメ
ント 

主に介護等の福祉分野で、サービスとそれを必要とする人のニーズをつなぐ手法の

こと。具体的には、①インテーク（受理面接）⇒②アセスメント（生活課題の分析）

⇒③プランニング（計画の立案）⇒④サービスの実施⇒⑤モニタリング（進行中に

おける中途評価）⇒⑥エヴァリュエーション（最終的な評価）⇒⑥の結果をフィー

ドバックすることで、再度上述の②からのプロセスを経るといった一連の行為を指

す。 

ケアマネジャ
ー（介護支援専
門員） 

都道府県知事から与えられる公的資格。要支援・要介護認定を受けた人からの相談

を受け、ケアプランを作成し、保険者や他の介護サービス事業者との連絡・調整な

どを取りまとめる。一般的にケアマネと略称される。 

権利擁護 
自己の権利や援助のニーズを表明することの困難な認知症高齢者や障害者等に代わ

って、援助者が代理としてその権利やニーズ獲得を行うことをいう。 

高額介護 
サービス費 

所得が一定以下の介護サービス利用者に対して、サービス利用料の自己負担額が一

定額以上になったときに、超過分を保険給付から支給する制度。 
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用語 解説 

高額医療合算
介護サービス
費等給付額 

高額医療・高額介護合算療養費制度は、医療費の負担と介護費の両方の自己負担額

が一定額以上になったときに、超過分を保険給付から支給するもので平成 20 年 4 月

から設けられた制度。 

高齢者虐待 

家庭内や施設内での高齢者に対する虐待行為のこと。老人虐待とも称される。高齢

者の基本的人権を侵害・蹂躙し、心や身体に深い傷を負わせるもので、身体的虐待

（身体的拘束を含む）、性的虐待、心理的虐待、介護や世話の放棄（自虐を含む）、

経済的虐待といった種類がある。 

施設サービス 

介護老人福祉施設・介護老人保健施設・介護療養型医療施設のいわゆる介護保険３

施設に入所して受けるサービスの総称。要介護１～５の認定者が利用できるとされ

ているが、介護老人福祉施設については、平成 26 年度の介護保険法改正により、原

則要介護３以上の入所となった。また、その施設整備は介護保険事業計画に基づい

て行われる。 

社会福祉協議
会 

社会福祉法に基づき設置される、民間の社会福祉活動を推進することを目的とした

民間組織。都道府県や政令指定都市、市区町村を単位に設置されており、住民の多

様な福祉ニーズに応えるため、地域の特性を踏まえて、地域のボランティアと協力

しながら独自の事業に取り組んでいる。 

社会福祉士 

社会福祉士及び介護福祉士法に基づく国家資格。身体上若しくは精神上の障害があ

るなどの理由により、日常生活を営むのに支障がある者の福祉に関する相談に応じ、

助言や指導、福祉サービス提供者や医師などの関係者と連絡調整等の援助を行う。

英語名はソーシャルワーカー。 

重層的支援体
制整備事業 

既存の介護、障害、子ども子育て支援、生活困窮の相談支援等の取組を活かしつつ、

地域住民の複雑・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を構築するた

め、相談支援、参加支援、地域づくりに向けた支援を一体的に実施するもの。 

主任ケアマネ
ジャー（主任介
護支援専門員） 

ケアマネジャーの上位資格。介護保険サービスや他の保健・医療サービスを提供す

る者との連絡調整、他のケアマネジャーに対する助言・指導などを行う。 

小規模多機能
型居宅介護 

地域密着型サービスのひとつで、要介護者の様態や希望に応じ「通所介護（デイサ

ービス）を中心に、「訪問介護」、「泊まり（ショートステイ）」の３種類の介護サー

ビスを提供することができる。 

生活支援協議
体 

市町村が主体となり、各地域におけるコーディネーターと生活支援・介護予防サー

ビスの提供主体等が参画し、定期的な情報共有及び連携強化の場として、中核とな

るネットワークのこと。 

生活支援コー
ディネーター 

高齢者の生活支援・介護予防サービスの体制整備を推進していくことを目的とし、

地域において、生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築に向けたコーディネ

ート機能（主に資源開発やネットワーク構築の機能）を果たすもののこと。 
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用語 解説 

生活習慣病 

食習慣、運動習慣、休養、喫煙、飲酒などの生活習慣が発症原因に深く関与してい

ると考えられている疾患の総称。主なものとして、がん、脳血管疾患、心臓病があ

り、日本人の３大死因となっている。また、これらの疾患になるリスクを上げる肥

満も生活習慣病のひとつともされ、肥満に関連して起きる症候群をメタボリックシ

ンドロームと呼ぶ。 

成年後見制度 

病気や障害のため判断能力が著しく低下することにより、財産管理や契約、遺産分

割等の法律行為を自分で行うことが困難であったり、悪徳商法等の被害にあったり

するおそれのある人を保護し、支援する制度。家庭裁判所により選任された後見人

等が本人の意思を尊重し、その法律行為の同意や代行などを行う制度。 

前期高齢者／
後期高齢者 

一般的におおむね 65 歳以上の人を「高齢者」というが、高齢者のうち 65 歳以上 74

歳以下を「前期高齢者」、75 歳以上を「後期高齢者」という。 

第1号被保険者
／第2号被保険
者 

介護保険制度は、原則として保険者（市区町村または広域連合）の区域内に住所を

有する満 40 歳以上の者を当該保険者の被保険者とする。そのうち 65 歳以上を第１

号被保険者といい、40 歳以上 65 歳未満の医療保険加入者を第２号被保険者という。

介護保険サービスを利用するには、要支援・要介護認定を受ける必要があるが、第

２号被保険者の場合は、加齢に伴う特定の疾病（政令で定める 16 種類）によって介

護が必要になった場合に限られる。 

地域共生事業 
高齢者と障がい者が同一の事業所でサービスを受けやすくするため、介護保険と障

害福祉両方の制度に新たに位置づけられた事業で、共生型サービスと呼ばれる。 

地域ケア会議 

保険者と地域包括支援センター、ケアマネジャー、サービス提供事業者など、医療・

保健・福祉の現場職員を中心に、具体的ケースに基づいて協議を行うことで、効果

的なサービスの総合調整や参加者の能力向上を図り、かつ地域包括ケアの向上につ

なげる仕組み。 

地域支援事業 

高齢者が要介護状態等になることを予防し、たとえ要介護状態になった場合におい

ても、可能な限り地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援する

ための事業。 

地域包括ケア
／地域包括ケ
アシステム 

地域包括ケアとは、高齢者の人口の急増に伴い、要介護高齢者や認知症高齢者、医

療ニーズの高い高齢者の増加、ひとり暮らしや高齢者のみ世帯の増加といった社会

構造の変化に対応できるよう、次世代のヘルスケアとして提唱されている構想のこ

と。地域包括ケアシステムとは、可能な限り住み慣れた地域において継続して住み

続けることができるよう、ニーズに応じた住宅が提供されることを前提に、医療、

介護、予防、見守りなどの多様な生活支援サービスが日常生活の場で適切に提供さ

れていく体制のこと。体制の整備には、地域ごとに異なる課題や実情に応じた対策

が必要となるため、現在も様々な取組や研究が行われている。 

地域包括支援
センター 

介護保険法に基づく、地域住民の保健・福祉・医療の向上、虐待防止、介護予防ケ

アマネジメントなどを総合的に行う機関。各市区町村に設置され、地域包括ケアシ

ステムの中核機関でもある。 
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用語 解説 

地域包括支援
センター三職
種 

社会福祉士、主任ケアマネジャー、保健師のこと。 

地域密着型サ
ービス 

平成 18 年度の介護保険制度改正により新たに類型化されたサービス体系で、高齢者

が介護が必要な状態になっても、可能な限り住み慣れた地域の中で、馴染みの人間

関係等を維持しながら生活できるよう、地域の特性に応じた柔軟なサービスを提供

するための仕組み。原則として保険者の区域内の住民のみが利用できる。 

定期巡回・随時
対応型訪問介
護看護 

重度者をはじめとした要介護高齢者の在宅生活を支えるため、日中・夜間を通じた

24 時間体制で、訪問介護と訪問看護が連携しながら、短時間の定期巡回型訪問と随

時の対応を行うサービス。 

特定施設入居
者生活介護 

有料老人ホームの一類型。入浴、排せつ、食事の介護、食事の提供等のサービスが

付いた高齢者向けの居住施設であり、入居後介護が必要となっても、その有料老人

ホームが提供する介護付有料老人ホーム（ホームの介護職員等によるサービス）を

利用しながら居室で生活を継続することが可能なものをいう。 

日常生活圏域 

地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、介護サービス等を提供する施設

の整備状況、地域コミュニティの活動単位など、様々な条件を総合的に勘案して設

定される区域のこと。介護保険事業計画においては、住民が日常生活を営んでいる

地域、高齢者が住み慣れた地域として捉え、地域密着型サービスの基盤整備などに

おいて用いる。また、地域包括ケアシステムにおいても、対象エリアの単位として

用いられる。本市においては、現在、市内を「山鹿」、「大道」、「八幡・三玉」、「川

辺・平小城・三岳」、「鹿央・米田」、「鹿北」、「菊鹿」、「鹿本」の８つに分け、それぞ

れを日常生活圏域として設定している。 

日常生活自立
支援事業 

日常生活自立支援事業とは、認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等のうち判断

能力が不十分な方が地域において自立した生活が送れるよう、利用者との契約に基

づき、市町村の社会福祉協議会等が窓口となり、福祉サービスの利用援助等を行う

もの。 

認知症 

狭義では「後天的な脳の器質的変化により知能が低下した状態」を指すが、医学的

には、知能の他に記憶や見当識を含む認知の障害や人格変化などを伴った症候群と

して定義される。単に老化に伴って物覚えが悪くなるといった現象や統合失調症等

による判断力の低下などは含まれない。学術的定義においては、高次脳機能障害（脳

損傷に起因する認知障害全般のこと）による症状の１つ。原因となる疾患の種類に

よっていくつかの分類があり、症状はそれにより異なることが分かっている。また、

原因疾患によっては手術や薬物治療により症状が改善され、光療法や回想法などそ

の他の手段が有効な場合もある。近年は、物忘れ外来の設置や専門医の配置など医

療環境の整備も進められており、様々な研究も行われている。 
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用語 解説 

認知症ケアパ
ス 

認知症ケアパスとは、認知症の人とその家族が、地域の中で本来の生活を営むため

に、認知症の人と家族及び地域・医療・介護の人々が目標を共有し、それを達成す

るための連携の仕組みであり、認知症ケアパスの概念図を作成することは、多職種

連携の基礎となる。 

認知症サポー
ター 

認知症に関する正しい知識と理解を持ち、地域や職域で認知症の人やその家族を支

援する人のこと。各地域で実施されている「認知症サポーター養成講座」を受講す

る必要があり、受講者には認知症サポーターの証としてオレンジ色のリストバンド

が渡される。平成 26 年９月末時点で全国に 540 万人以上のサポーターがいる。 

認定調査員 

要介護認定申請を受けて、被保険者宅（あるいは入院・入所先）を訪問し、被保険

者本人との面接により、その心身の状況や置かれている環境について調査（認定調

査）を行う者。調査の結果は、介護認定審査会における審査・判定の資料となる。 

バリアフリー 

障害者が社会生活をしていくうえで、障壁（バリア）となるものを取り除くという

意味。段差などの物理的バリアを取り除くだけでなく、より広い意味で障害のある

人の社会参加を困難にしている社会的、物理的、心理的なバリアを取り除いていく

ことにも用いられる。 

パブリックコ
メント 

行政がいろいろなテーマの計画を策定するにあたり、住民に計画内容を案として公

表し、その計画案について寄せられた意見を考慮して、計画内容の決定を行うとと

もに、寄せられた意見とそれに対する行政の考え方を公表するもの。 

フレイル 

フレイルとは、「加齢により心身が老い衰えた状態」のこと。 

厚生労働省研究班の報告書では、「加齢とともに心身の活力（運動機能や認知機能等）

が低下し、複数の慢性疾患の併存などの影響もあり、生活機能が障害され、心身の

脆弱性が出現した状態であるが、一方で適切な介入・支援により、生活機能の維持

向上が可能な状態像」とされる。 

包括ブランチ 

ブランチは部門、支店などの意味を持つ言葉で、包括ブランチとは、住民の利便性

を考慮し、地域の住民から相談を受け付け、集約した上で、地域包括支援センター

につなぐための「窓口」として地域に設置する出張所のようなもの。 

ホームヘルパ
ー 

都道府県知事の指定する「訪問介護員養成研修」の課程を修了した者に与えられる

認定。現在１級と２級があり、２級取得で訪問介護における身体介護・家事援助な

どの介護業務に従事できる。 
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用語 解説 

民生委員・児童
委員 

民生委員とは、厚生労働大臣より委嘱を受けて、それぞれの地域において、常に住

民の立場に立って相談に応じ、福祉事務所等と協力し、必要な援助を行うことを職

務として、市町村の区域に配置されている民間の奉仕者※である。また、児童委員

とは、地域の子どもたちを見守り、子育ての不安や妊娠中の心配ごとなどの相談・

支援などを行うことを職務とする民間の奉仕者※である。それぞれ民生委員法と児

童福祉法に基づいて委嘱されるが、児童福祉法上、民生委員が児童委員を兼ねるこ

ととされており、「民生委員・児童委員」が正式な呼称である。※行政実例では地方

公務員法第 3 条第 3 項第 2 号に規定する「非常勤の特別職の地方公務員」（都道府

県）に該当すると解されているが、奉仕者となるため無報酬である。 

有料老人ホー
ム 

老人福祉法に基づく高齢者向けの生活施設。多くの場合営利企業が経営しており、

居住権形態では（終身）利用権方式、賃貸借方式、終身建物賃貸借方式がある。サ

ービス内容は、介護保険の指定を受けて特定施設入居者生活介護サービスが提供さ

れる「介護付き有料老人ホーム」、生活支援等のサービスが提供され、介護が必要に

なった場合は外部の居宅サービスを利用できる「住宅型有料老人ホーム」、介護が必

要になった場合は退去することになる「健康型有料老人ホーム」の３タイプに分け

られる。介護付き有料老人ホームについては、要介護認定者のみが入居できるもの

を「介護専用型」、要支援認定者や自立者も入居できるものを「混合型」と呼称する。 

要介護状態／
要介護認定者 

要介護認定者とは、介護認定審査会における審査判定を経て、要介護状態にあると

認定された者をいい、要介護状態とは、身体上または精神上の障害があるために、

日常生活における基本的な動作について、常時介護を要すると見込まれる状態をい

う。要介護状態には、要介護１から要介護５まで５つ区分が設けられており、その

区分を要介護状態区分（要介護度もしくは介護度と通称される）という。 

要支援状態／
要支援認定者 

要支援認定者とは、介護認定審査会における審査判定を経て、要支援状態にあると

認定された者をいい、要支援状態とは、身体上もしくは精神上の障害があるために、

日常生活における基本的な動作について常時介護を要する状態の軽減もしくは悪化

の防止に支援を要する、または日常生活を営むのに支障があると見込まれる状態を

いう。要支援状態には、要支援１と要支援２の２つの要支援状態区分が設けられて

いる。介護保険法上、要介護状態の類型ではなく、別に区分して定義されているが、

「要介護認定」や「要介護認定等」などの表現で総称されることも多い。 

リハビリテー
ション専門職 

理学療法士及び作業療法士法による国家資格を持ち、医師の指示により、身体また

は精神に障害のある人に対して、手芸、工作、歌、ダンス、ゲームなどの作業療法

によってリハビリテーションを行う専門技術者や、身体機能の回復を電気刺激、マ

ッサージ、温熱その他理学的な手段で行う専門技術者等。 

レクリエーシ
ョン 

レクリエーションはラテン語が語源とされ、英語では元気回復や滋養等が古い用例

としてあり、日本の初期の訳語では復造力や厚生などがある。現在では生活の中で

ゆとりと楽しみを創造していく多様な活動の総称となっている。介護福祉領域など

では、人間性の回復などの理解もみられる。介護保険制度下では、通所介護や施設

などで行われている。 
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